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諮問第２０２３号「放送システムに関する技術的条件」のうち「『デジタル方式音声

STL/TTL/TSL』、『デジタル方式映像 TSL』、『デジタル方式監視・制御用固定回線』、

『UHF 帯デジタル方式映像 TTL』及び『ミリ波帯デジタル方式 FPU』の技術的条件」に

ついては、次のとおりとすることが適当である。 

 

1 デジタル方式音声STL/TTL/TSL 

1.1 適用範囲 

この技術的条件は、表１に示す周波数帯を使用するデジタル方式音声ＳＴＬ／ＴＴＬ

／ＴＳＬ回線に適用する。 

 

表１ 周波数帯 

周波数帯 周波数 

M 帯（6.5GHz 帯） 6,570MHz ～ 6,870MHz 

N 帯（7.5GHz 帯） 7,425MHz ～ 7,750MHz 

 

1.2 周波数帯 

表 2 に示す周波数帯を使用する。 

 

表 2 周波数帯 

周波数帯 周波数 

M 帯 
6700.375MHz～6719.875MHz 

6860.375MHz～6867.875MHz 

N 帯 
7571.375MHz～7584.875MHz 

7731.375MHz～7742.375MHz 

 

1.3 周波数配置（周波数間隔） 

500kHz 間隔とする。 

周波数配置は、別紙 1 及び別紙 2 による。 

放送事業用と既存業務用の周波数配置は別紙 3 及び別紙 4 による。 
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1.4 通信方式 

単向通信方式とする。 

 

1.5 変調方式 

64QAM 方式とする。 

また、64QAM 方式のほか、32QAM、16QAM 及び 4PSK 方式を備えることも可とす

る。64QAM 方式以外の変調方式は、伝搬路条件等により回線断を生じる可能性が

ある場合に他回線への干渉量を増加させない限りにおいて使用することができる。ま

た、現行 4PSK 方式についても使用できることとする。 

 

1.6 復調方式 

同期検波方式とする。 

 

1.7 伝送容量 

2250kbps 以下とする。 

 

1.8 クロック周波数 

375kHz 以下とする。 

 

1.9 空中線電力の最大値 

2W とする。 

 

1.10 偏波 

直線偏波（原則として垂直偏波）とする。 

なお、水平偏波を用いることにより周波数の有効利用を図ることができる場合は、

水平偏波を用いることができることとする。 

 

1.11 占有周波数帯幅の許容値 

405kHz とする。 
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1.12 補助信号の伝送方式 

最大伝送容量に収まる範囲で放送番組に多重して伝送できるものとする。 

補助信号とは、打合せ信号、ラジオ同期放送用信号、放送所内の放送機器及び

設備機器の制御信号等をいう。 

 

1.13 自動等化器 

自動等化器による波形歪補償を行うこととする。 

 

1.14 誤り訂正機能 

有することとする。 

 

1.15 中継方式 

検波再生中継方式とする。 

ただし、検波再生中継方式によることが置局条件等により困難と認められる場合

には、回線設計及び回線品質の条件を満足する範囲において、非再生中継方式を

用いることができることとする。 

 

1.16 無給電中継方式 

無線局の集中する地域等、他の無線局の運用に支障が生じることが想定される場

合を除き、電力供給が困難である等、相当の理由がある場合には、他の回線の使用

状況や回線の構成などを踏まえ使用できることとする。 

 

1.17 スペースダイバーシチ 

伝送路条件が厳しい回線では使用することとする。 

 

1.18 回線設計（受信入力）  

原則として、表 3 に示す標準受信入力の値±3dB の範囲内の値とし、海上伝搬等

回線構成上やむを得ない場合には、他回線との干渉を考慮し、表 3 に示す最大受信

入力を上限とする受信入力を設定することができることとする。 
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表 3 受信入力（設計値） 

標準受信入力 最大受信入力 

‐65.5dBm+Fmr/2 ‐36dBm(注 1) 

注 1：単一受信の場合最大受信入力は‐44dBm とする。 

注 2：Fmr：所要フェージングマージン。 

 

1.19 回線設計（回線品質） 

フェ－ジングによる回線瞬断率を4×10－7（1/km）以下とする。 

 

1.20 等価等方輻射電力の制限値 

（１） 等価等方輻射電力の制限値 

正対方向以外への等価等方輻射電力は表 4 に示す制限値以下とする。 

 

表 4 正対方向以外の等価等方輻射電力の制限値 

周波数帯 空中線の放射角度（θ） 等価等方輻射電力の制

限値［dBm］ 

4°≦θ＜40° 68.5－27.5ｌｏｇθ 

40°≦θ＜90° 24.5 

90°≦θ＜110° 92.0－0.75θ 

Ｍ帯 

Ｎ帯 

110°≦θ 9.5 

 

（２） M 帯での静止衛星軌道方向への等価等方輻射電力の制限値 

最大輻射方向と対地静止衛星軌道との離角が 2 度以内の場合には、等価等方

輻射電力は 35dBW 以下とする。 

 

1.21 混信保護 

（１） 混信保護値 

混信保護値（１波当たりの干渉波電力に対する搬送波電力対干渉波受信電力

比又は全干渉波電力の総和に対する搬送波電力対干渉波受信電力比のいずれ
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か）は、表 5 に示す混信保護の許容値を満足すること。 

 

表5 混信保護の許容値 

１波当たりの干渉波電力に対する値 全干渉波の総和に対する値 

[dB] [dB] 

同一経路 異経路   

39 35+Fmr（注） 30.5 

（平常時） （平常時） (フェージング時） 

注：Fmrは所要フェージングマージン 

全干渉波の総和に対する混信保護値 [C/I a]は別紙 5 により求める。 

 

（２） 干渉軽減係数（IRF） 

別紙 6 のとおりとする。 

 

1.22 搬送電力対熱雑音電力比 

30.8ｄB 以下とする。 

なお、連接符号等他の変調方式を使用する場合の搬送電力対熱雑音電力比（外

符号の誤り訂正を行う前のBERが1×10－4となる搬送電力対熱雑音電力比）は、別に

提出される資料によることができることとする。 

 

1.23 周波数の許容偏差 

2×10－6 とする。 

 

1.24 送信電力スペクトル特性 

別紙 7 のとおりとする。 

 

1.25 送受信ろ波特性 

（１） 送受信高周波ろ波特性 

表 6-1 に示す値以上減衰するものとする。 

 



7 

表 6-1 送受信高周波ろ波特性 

周波数偏差 10MHz 15MHz 

減衰量 25dB 以上 50dB 以上 

 

（２） 等価送信ろ波特性 

表 6-2 に示す値以上減衰するものとする。 

（等価送信ろ波特性とは高周波ろ波特性に中間周波ろ波特性、デジタル部のろ

波特性を加えたもの） 

 

表 6-2 等価送信ろ波特性 

周波数偏差 250kHz 750kHz 3MHｚ 8MHｚ 10MHz 

減衰量 37dB 48dB 48dB 60dB 70dB 

 

（３） 等価受信ろ波特性 

表 6-3 に示す値以上減衰するものとする。 

（等価受信ろ波特性とは高周波ろ波特性に中間周波ろ波特性、デジタル部のろ

波特性を加えたもの） 

 

表 6-3 等価受信ろ波特性 

周波数偏差 250kHz 750kHz 1.5MHｚ 10MHｚ 15MHｚ 

減衰量 40dB 70dB 80dB 80dB 80dB 

 

（４） 4PSK 方式の等価受信ろ波特性 

現行のデジタル方式音声 STL/TTL/TSL を周波数変更のみで M・N 帯へ移行す

る場合は表 6-4 に示す等価受信ろ波特性も使用できることとする。 

 

表 6-4 4PSK 方式の等価受信ろ波特性 

周波数偏差 250kHz 500kHz 750kHz 1.5MHｚ 10MHｚ 15MHｚ 

減衰量 25dB 60dB 70dB 80dB 80dB 80dB 



8 

1.26 等価雑音帯域幅、雑音指数 

等価雑音帯域幅は、375kHz 以下とする。 

雑音指数は、4dB 以下とする。 

 

1.27 総合伝送特性 

ロールオフ率 α は 0.5 以下とし、次式を満たすような α を選ぶこととする。 

Δf(α)≦450kHz  

ここで、Δf(α)はスペクトル帯域幅であり、次式で定義される。 

Δf(α)=fc(1+α) 

（fc：クロック周波数） 

 

1.28 送受信空中線特性 

送受信空中線特性は、空中線開口径に関わりなく表 7 に示すとおりとする。 

 

表 7 送受信空中線特性 

周波数帯 空中線の放射角（θ） 送受信空中線特性（dBi） 

0°≦θ＜4° 48.0－1.28θ２ 

4°≦θ＜40° 44.0－27.5logθ 

40°≦θ＜90° 0 

90°≦θ＜110° 67.5－0.75θ 

Ｍ帯 

Ｎ帯 

110°≦θ －15 

 

1.29 交差偏波識別度 

25dB 以上とする。 

 

1.30 フェージングマージン及び降雨減衰マージン 

フェージングについて考慮し、別紙 8 に示す方法で算出するものとする。 

 

1.31 電波の型式 

D7W 又は G7W とする。 
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1.32 スプリアス 

（１） 帯域外領域におけるスプリアス発射の強度の許容値は、100μW 以下とする。 

（２） スプリアス領域における不要発射の強度の許容値は、50μW 以下とする。 

 

2 デジタル方式映像TSL 

2.1 適用範囲 

この技術的条件は、表 8に示す周波数帯を使用するデジタル方式映像 TSL に適用

する。 

 

表 8 周波数帯 

周波数帯 周波数 

M 帯 6,570MHz ～ 6,870MHz 

N 帯 7,425MHz ～ 7,750MHz 

 

2.2 周波数帯 

表 9 に示す周波数帯を使用する。 

 

表 9 周波数帯 

周波数帯 周波数 

M 帯 
6,570MHz ～ 6,690MHz 

6,730MHz ～ 6,850MHz 

N 帯 
7,435MHz ～ 7,555MHz 

7,595MHz ～ 7,715MHz 

 

2.3 周波数配置（周波数間隔） 

周波数間隔は 20MHz とする。 

周波数配置は別紙 9 による。 

 

2.4 通信方式 

 単向通信方式とする。 
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2.5 変調方式 

64QAM 方式とする。 

また、64QAM 方式のほか、32QAM、16QAM 及び 4PSK 方式を備えることも可とす

る。64QAM 方式以外の変調方式は、伝搬路条件等により回線断を生じる可能性が

ある場合に他回線への干渉量を増加させない限りにおいて使用することができる。 

 

2.6 復調方式 

同期検波方式とする。 

 

2.7 伝送容量 

キャリア単位の伝送容量は 84Mbps 以下とする。 

 

2.8 クロック周波数 

14.0MHz 以下とする。 

 

2.9 空中線電力の最大値 

1 キャリア当たり 2W とする。 

 

2.10 偏波 

送信/受信空中線とも偏波面は、直線偏波（原則は垂直偏波）とすること。 

ただし、水平偏波を用いることにより周波数の有効利用を図ることができる場合は

水平偏波を選択できる。 

 

2.11 占有周波数帯幅の許容値 

16.2MHz とする。 

 

2.12 補助信号の伝送方式 

TS 信号に時分割多重する。 
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2.13 自動等化器 

自動等化器による波形歪補償を行うこととする。 

 

2.14 交差偏波干渉補償器（XPIC） 

コチャネル伝送を行う場合は、交差偏波干渉補償器（XPIC）を用いることとし、XPIC

による改善効果は 18dB 以上とする。 

ただし、XPIC を用いなくても回線品質を満足する場合はこの限りではない。   

 

2.15 誤り訂正機能 

有することとする。 

 

2.16 中継方式 

検波再生中継方式とする。 

ただし、検波再生方式によることが置局条件等により困難と認められる場合には、

回線設計及び回線品質を満足する範囲において、非再生中継方式も使用することが

できることとする。 

 

2.17 無給電中継方式 

無線局の集中する地域等、他の無線局の運用に支障が生じることが想定される場

合を除き、電力供給が困難である等、相当の理由がある場合には、他の回線の使用

状況や回線の構成等を踏まえて使用できることとする。 

 

2.18 スペースダイバーシチ 

伝送路条件が厳しい回線では使用することとする。 

 

2.19 回線設計（受信入力） 

原則として、表 10 に示す標準受信入力の値±3dB の範囲内の値とする。受信入力

は 1 キャリア当たりとする。ただし、海上伝搬等回線構成上やむを得ない場合には、

他回線との干渉を考慮し、表 10 に示す最大受信入力を上限とする受信入力を設定

することができることとする。 
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表 10 受信入力（設計値） 

標準受信入力 最大受信入力 

－58.5dBm +Fmr/2 ‐36dBm(注 1) 

注 1：単一受信の場合最大受信電力は－44dBm とする。 

注 2：Fmr：所要フェージングマージン 

注 3：コチャネル伝送を行う場合は上記数値に 2dB 加えた値を 

標準受信入力とする。 

 

2.20 回線設計（回線品質） 

フェ－ジングによる回線瞬断率を1×10－６ (1/km)以下とする。 

 

2.21 等価等方輻射電力の制限値 

（１） 等価等方輻射電力の制限値 

正対方向以外への等価等方輻射電力（1 キャリア当たり）は表 11 に示す制限値

以下とする。 

 

表 11 正対方向以外の等価等方輻射電力の制限値 

周波数帯 空中線の放射角（θ） 等価等方輻射電力の制限値

［dBm］ 

4°≦θ＜40° 73－27.5ｌｏｇθ 

40°≦θ＜90° 29 

90°≦θ＜110° 96.5－0.75θ 

Ｍ帯 

Ｎ帯 

110°≦θ 14 

 

（２） M 帯での静止衛星軌道方向への等価等方輻射電力の制限値 

最大輻射方向と対地静止衛星軌道との離角が 2 度以内の場合には、等価等方

輻射電力（1 キャリア当たり）は 35dBW 以下とする。 
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2.22 混信保護 

（１） 混信保護値 

混信保護値（１波当たりの干渉波電力に対する搬送波電力対干渉波受信電力

比又は全干渉波電力の総和に対する搬送波電力対干渉波受信電力比のいずれ

か）は、表 12 に示す混信保護の許容値を満足すること。 

 

表12  混信保護の許容値 

１波当たりの干渉波電力に対する値（ｄＢ）

同一経路 異経路 

全干渉波の総和に対する値 

（ｄＢ） 

32.3 

（平常時の値） 

30.0＋Fmr（注） 

（平常時の値） 

25.0 

（フェージング時の値） 

注：Fmrは所要フェージングマージン 

全干渉波の総和に対する混信保護値 [C/I a]は別紙 10 により求める。 

 

（２） 干渉軽減係数(IRF) 

別紙 11 のとおりとする。 

 

2.23 搬送波電力対熱雑音電力比 

25.2dB 以下とする。 

 

2.24 周波数の許容偏差 

20×10－6 とする。 

 

2.25 送信電力スペクトル特性 

別紙 12 のとおりとする。  

 

2.26 送受信ろ波特性 

（１） 送信ろ波特性 

表 13-1 に示す値以上減衰するものとする。 
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表 13-1 送信ろ波特性 

周波数偏差 20MHz 35MHz 70MHz

減衰量 15dB 35dB 60dB 

 

（２） 受信ろ波特性 

表 13-2 に示す値以上減衰するものとする。 

 

表 13-2 等価受信ろ波特性 

周波数偏差 14MHz 20MHz 60MHz

減衰量 40dB 55dB 80dB 

（等価受信ろ波特性とは、高周波ろ波特性に中間周波数帯 

（デジタル部を含む）のろ波特性を加えたもの） 

 

2.27 等価雑音帯域幅、雑音指数 

等価雑音帯域幅は、14MHz 以下とする。 

雑音指数は、4dB 以下とする。 

 

2.28 総合伝送特性 

ロールオフ率 α は 0.3 以下とする。 

ただし、クロック周波数との関係で、次式と満たすような α を選ぶこととする。 

Δf(α)≦17.5MHz 

Δf(α)はスペクトル帯域幅であり、次式で定義される。 

Δf(α)＝fc(1＋α)   

（fc:クロック周波数） 

 

2.29 送受信空中線特性 

送受信空中線特性は、開口径に関わりなく表 14 のとおりとする。 
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表 14 送受信空中線特性 

周波数帯 空中線の放射角（θ） 送受信空中線特性（dBi） 

0°≦θ＜4° 48.0－1.28θ２ 

4°≦θ＜40° 44.0－27.5logθ 

40°≦θ＜90° 0 

90°≦θ＜110° 67.5－0.75θ 

Ｍ帯 

Ｎ帯 

110°≦θ －15 

 

2.30 交差偏波識別度 

コチャネル伝送を行わない場合には、25dB 以上、コチャネル伝送を行う場合は、

38dB 以上とする。 

 

2.31 フェージングマージン及び降雨減衰マージン 

フェージングについて考慮し、別紙 8 に示す方法で算出するものとする。 

 

2.32 電波の型式 

 D7W 又は G7W とする。 

 

2.33 スプリアス 

（１） 帯域外領域におけるスプリアス発射の強度の許容値は、100μW 以下とする。 

（２） スプリアス領域における不要発射の強度の許容値は、50μW 以下とする。 

 

3 デジタル方式監視・制御用固定回線 

3.1 適用範囲 

この技術的条件は、表 15 に示す周波数帯を使用するデジタル方式監視・制御用

固定回線に適用する。 
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表 15 周波数帯 

周波数帯 周波数 

M 帯 6,570MHz ～ 6,870MHz 

N 帯 7,425MHz ～ 7,750MHz 

 

3.2 周波数帯 

表 16 に示す周波数帯を使用する。 

 

表 16 周波数帯 

周波数帯 周波数 

M 帯 
6700.375MHz～6719.875MHz 

6860.375MHz～6867.875MHz 

N 帯 
7571.375MHz～7584.875MHz 

7731.375MHz～7742.375MHz 

 

3.3 周波数配置（周波数間隔） 

250kHz 間隔とする。 

周波数配置は、別紙 1 及び別紙 2 による。 

 

3.4 通信方式 

単向通信方式及び複信方式とする。 

 

3.5 変調方式 

64QAM 方式とする。 

また、64QAM 方式のほか、32QAM、16QAM 及び 4PSK 方式を備えることも可とす

る。64QAM 方式以外の変調方式は、伝搬路条件等により回線断を生じる可能性が

ある場合に他回線への干渉量を増加させない限りにおいて使用することができる。 

 

3.6 復調方式 

同期検波方式とする。 
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3.7 伝送容量 

1125kbps 以下とする。 

 

3.8 クロック周波数 

188kHz 以下とする。 

 

3.9 空中線電力の最大値 

2W とする。 

 

3.10 偏波 

直線偏波（原則として垂直偏波）とする。 

なお、水平偏波を用いることにより周波数の有効利用を図ることができる場合は、

水平偏波を用いることができることとする。 

 

3.11 占有周波数帯幅の許容値 

203kHz とする。 

 

3.12 補助信号の伝送方式 

本項は該当しない。 

 

3.13 自動等化器 

自動等化器による波形歪補償を行うこととする。 

 

3.14 誤り訂正機能 

有することとする。 

 

3.15 中継方式 

検波再生中継方式とする。 

ただし、検波再生中継方式によることが置局条件等により困難と認められる場合

には、回線設計及び回線品質の条件を満足する範囲において、非再生中継方式を
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用いることができることとする。 

 

3.16 無給電中継方式 

無線局の集中する地域等、他の無線局の運用に支障が生じることが想定される場

合を除き、電力供給が困難である等、相当の理由がある場合には、他の回線の使用

状況や回線の構成などを踏まえ使用できることとする。 

 

3.17 スペースダイバーシチ 

伝送路条件が厳しい回線では使用することとする。 

 

3.18 回線設計（受信入力）  

原則として、表 17 に示す標準受信入力の値±3dB の範囲内の値とする。  

ただし、海上伝搬等回線構成上やむを得ない場合には、他回線との干渉を考慮し、

表 16 示す最大受信入力を上限とする受信入力を設定することができることとする。 

 

表 17 受信入力（設計値） 

用途 標準受信入力 最大受信入力 

監視回線又は制御回線 ‐66.5dBm+Fmr/2 ‐36dBm(注 1) 

注 1：単一受信の場合最大受信入力は‐44dBm とする。 

注 2：Fmr は所要フェージングマージン。 

 

3.19 回線設計（回線品質） 

フェ－ジングによる回線瞬断率を4×10－7（1/km）以下とする 

 

3.20 等価等方輻射電力の制限値 

（１） 等価等方輻射電力の制限値 

正対方向以外への等価等方輻射電力は表 18 に示す制限値以下とする。 
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表 18 正対方向以外の等価等方輻射電力の制限値 

周波数帯 空中線の放射角度（θ） 等価等方輻射電力の制限

値［dBm］ 

4°≦θ＜40° 68.5－27.5ｌｏｇθ 

40°≦θ＜90° 24.5 

90°≦θ＜110° 92.0－0.75θ 

Ｍ帯 

Ｎ帯 

110°≦θ 9.5 

 

（２） M 帯での静止衛星軌道方向への等価等方輻射電力の制限値 

最大輻射方向と対地静止衛星軌道との離角が 2 度以内の場合には、等価等方

輻射電力は 35dBW 以下とする。 

 

3.21 混信保護 

（１） 混信保護値 

混信保護値（１波当たりの干渉波電力に対する搬送波電力対干渉波受信電力

比又は全干渉波電力の総和に対する搬送波電力対干渉波受信電力比のいずれ

か）は、表 19 に示す混信保護の許容値を満足すること。 

 

表19  混信保護の許容値 

注：Fmrは所要フェージングマージン 

全干渉波の総和に対する混信保護値 [C/I a]は別紙 5 により求める。 

 

（２） 干渉軽減係数（IRF） 

別紙 6 のとおりとする。 

 

１波当たりの干渉波電力に対する値（dB） 

同一経路 異経路 

全干渉波の総和に対する値

（dB） 

39.0 

（平常時の値） 

35.0＋Fmr（注） 

（平常時の値） 

30.5 

（フェージング時の値） 
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3.22 搬送電力対熱雑音電力比 

30.8ｄB 以下とする。 

なお、連接符号等他の変調方式を使用する場合の搬送電力対熱雑音電力比（外

符号の誤り訂正を行う前のBERが1×10－4となる搬送電力対熱雑音電力比）は、別に

提出される資料によることができることとする。 

 

3.23 周波数の許容偏差 

1×10－6 とする。 

 

3.24 送信電力スペクトル特性 

別紙 13 のとおりとする。 

 

3.25 送受信ろ波特性 

（１） 送受信高周波ろ波特性 

表 20-1 に示す値以上減衰するものとする。 

 

表 20-1 送受信高周波ろ波特性 

周波数偏差 10MHz 15MHz 

減衰量 25dB 以上 50dB 以上 

 

（２） 等価送信ろ波特性 

表 20-2 に示す値以上減衰するものとする。 

（等価送信ろ波特性とは高周波ろ波特性に中間周波ろ波特性、デジタル部のろ

波特性を加えたもの） 

 

表 20-2 等価送信ろ波特性 

周波数偏差 125kHz 375kHz 3MHｚ 8MHｚ 10MHｚ 

減衰量 37dB 48dB 48dB 60dB 70dB 

 

（３） 等価受信ろ波特性 
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表 20-3 に示す値以上減衰するものとする。 

（等価受信ろ波特性とは高周波ろ波特性に中間周波ろ波特性、デジタル部のろ

波特性を加えたもの） 

 

表 20-3 等価受信ろ波特性 

周波数偏差 125kHz 375kHz 750kHz 10MHｚ 15MHｚ 

減衰量 40dB 70dB 80dB 80dB 80dB 

 

3.26 等価雑音帯域幅、雑音指数 

等価雑音帯域幅は、188kHz 以下とする。 

雑音指数は、4dB 以下とする。 

 

3.27 総合伝送特性 

ロールオフ率 α は 0.5 以下とし、次式を満たすような α を選ぶこととする。 

Δf(α)≦225kHz 

ここで、Δf(α)はスペクトル帯域幅であり、次式で定義される。 

Δf(α)=fc(1+α) 

（fc：クロック周波数） 

 

3.28 送受信空中線特性 

送受信空中線特性は、空中線開口径に関わりなく表 21 に示すとおりとする。 

 

表 21 送受信空中線特性 

周波数帯 空中線の放射角（θ） 送受信空中線特性（dBi） 

0°≦θ＜4° 48.0－1.28θ２ 

4°≦θ＜40° 44.0－27.5logθ 

40°≦θ＜90° 0 

90°≦θ＜110° 67.5－0.75θ 

Ｍ帯 

Ｎ帯 

110°≦θ －15 
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3.29 交差偏波識別度 

25dB 以上とする。 

 

3.30 フェージングマージン及び降雨減衰マージン 

フェージングについて考慮し、別紙 8 に示す方法で算出するものとする。 

 

3.31 電波の型式 

D7W 又は G7W とする。 

 

3.32 スプリアス 

（１） 帯域外領域におけるスプリアス発射の強度の許容値は、100μW 以下とする。 

（２） スプリアス領域における不要発射の強度の許容値は、50μW 以下とする。 

 

4 UHF 帯デジタル方式映像 TTL 

4.1 適用範囲 

 この技術的条件は、表 22 に示す周波数帯を使用する UHF 帯デジタル方式映像

TTL（以下「UHF 帯映像 TTL」という。）に適用する。 

 

表 22 周波数 

周波数帯 周波数 

UHF 470～770MHz 

 

4.2 UHF 帯映像 TTL で使用する伝送方式 

 独立同期 IF 伝送方式の使用を原則とする。 

ただし、地上デジタルテレビジョン放送（以下「DTV」とする。）の受信に混信を与えな

い条件が整った場合は、TS 伝送方式及び従属同期 IF 伝送方式を使用することもで

きることとする。 

 

4.3 IF 伝送方式を用いた UHF 帯映像 TTL の技術的条件 

4.3.1 周波数帯 
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470～770MHz の範囲とする。 

なお、周波数リパックを考慮すること。 

 

4.3.2 通信方式 

単向通信方式とする。 

 

4.3.3 変調方式 

主信号は OFDM 方式とする。 

サービスチャンネル（SC）信号の伝送が必要な場合には、4PSK 方式とする。 

さらに、パイロット信号は無変調とする。 

 

4.3.4 復調方式 

特に定めない。 

4.3.5 伝送容量 

主信号の伝送容量は DTV 用 OFDM 信号のものと同一とする。 

SC 信号が必要な場合には、その伝送容量は 160kbit/s 以下とする。 

 

4.3.6 クロック周波数 

特に定めない。 

 

4.3.7 空中線電力の最大値 

100W とする。 

 

4.3.8 周波数配置（周波数間隔） 

表 23 による。 

 

 

 

 

 



24 

表 23 IF 伝送方式の周波数間隔 

方  式 隣接周波数間隔 

独立同期方式 6MHz 

独立同期 SC 伝送方式 

従属同期標準方式 

従属同期低雑音方式 

 

9MHz 

 

4.3.9 偏波 

直線偏波（水平偏波又は垂直偏波）とする。 

 

4.3.10 占有周波数帯幅の許容値 

（１） 主信号の占有周波数帯幅は、5.7MHzとする 

（２） SC信号の占有周波数帯幅は、110kHzとする｡ 

（３) パイロット信号は無変調とする｡ 

独立同期方式（SC信号なし）は5.7MHz､その他の方式は主信号､SC信号及び

パイロット信号の全体のスペクトルは､周波数間隔8.4MHzの範囲内にあること｡ 

 

4.3.11 補助信号の伝送 

2波以内のパイロット信号及び１波以内のSC信号を主信号に周波数多重して伝送

することができる。 

 

4.3.12 自動等化器 

必要に応じてマルチパス等化装置等の等化器を使用する。 

 

4.3.13 交差偏波干渉補償器 

交差偏波干渉補償器は規定しない。 

 

4.3.14 誤り訂正機能 

誤り訂正機能は規定しない。 
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4.3.15 中継方式 

非再生中継方式とする。 

 

4.3.16 無給電中継方式 

無給電中継方式は使用しない。 

 

4.3.17 スペースダイバーシチ 

伝送路条件が厳しい回線にはスペースダイバーシチ受信方式を使用することが望

ましい。 

 

4.3.18 回線設計(受信入力) 

受信入力（設計値）は標準受信入力の±3dBの範囲とする。 

ここで標準受信入力は－71dBmにフェージングマージンを加えた値とする。 

最大受信入力は規定しない。 

 

4.3.19 回線設計(回線品質) 

（１） 技術条件 

回線断は熱雑音C/Nが28dB以下となる状態とする。 

なお、この熱雑音C/Nにはマルチパス分を含む。 

回線品質は、回線断となる時間率で定義する。 

 

（２） 回線瞬断率 

回線瞬断率の許容値は距離によらず0.1％（1×10－３、回線信頼度99.9％）とす

る。 

 

4.3.20 等価等方輻射電力の制限値 

正対方向以外への等価等方輻射電力は制限値を設けない。また、静止衛星軌道

に対する等価等方輻射電力についても制限値は設けない。 

 

4.3.21 混信保護 
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（１） 混信保護値 

混信保護値（１波当たりの干渉波電力に対する搬送波電力対干渉波受信電力

比又は全干渉波電力の総和に対する搬送波電力対干渉波受信電力比のいずれ

か）は、表24に示す混信保護の許容値を満足し、かつ、１波当たりの干渉波の受信

電力がスケルチレベルから3dBを減じた値以下であること。 

 

表24 混信保護の許容値 

干渉波1波当たりの値（dB） 
全干渉波電力の総和に対する値

（dB） 

同一経路 異経路 

49.5 53.5＋F 
45 

注１：Fは差動フェージングの影響を考慮した補正値 

Fmr（所要フェージングマージン）が13.5dB以上の場合は F =Fmr－13.5、その

他の場合はF＝0 

注２：搬送波電力対干渉波受信電力比(C/I)は、次の式により算出する。 

C/I=D/U+IRF 

ただし、 

D/U：希望波受信電力対妨害波受信電力比（dB） 

IRF：干渉軽減係数（dB） 

全干渉波電力の総和に対する C/I は、次式により求める。 

∑
=

−
−=

n

i

IC i

IC
1

10
/

10log10/  

n: 妨害波の数 

C/Ii: i番目の干渉波による搬送波電力対干渉波受信電力比（dB） 

C/Ii ＝ D/Ui ＋ IRFi 

D/Ui: i番目の妨害波による希望波受信電力対妨害波受信電力比（dB） 

なお、妨害波の回折損失が見込まれる場合には、損失量を求め加算

する。 

IRFi: 希望波とi番目の妨害波間の干渉軽減係数（dB） 
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（２） 混信保護比 

地上テレビジョン放送に影響を与えないことを確保し、放送区域内においては表

25に示す混信保護比を満足すること。 

 

表25 地上テレビジョン放送波とUHF帯映像TTLの混信保護比 

希望波 妨害波 妨害波と希望波のチャネル関係 
混信保護比

（dB） 

妨害波と希望波が同一チャネルの場合 45 

妨害波が希望波の上隣接チャネルの場合 10 

 

アナログ 

放送波 
独立同期方式 

IF TTL波 
妨害波が希望波の下隣接チャネルの場合 0 

妨害波と希望波が同一チャネルの場合 28（注） 

妨害波が希望波の上隣接チャネルの場合 ‐29 
デジタル 

放送波 

独立同期方式 

IF TTL波 
妨害波が希望波の下隣接チャネルの場合 ‐26 

注：DTV放送局とUHF帯映像TTLとが、単一周波数中継の関係にある場合は、この値によらない

ことができるが、その判断に必要な受信状況に関する資料の提出を当該申請者から求めるこ

と。 

 

（３） 干渉軽減係数（IRF） 

ア 独立同期方式 

独立同期方式のIRFを表26に示す。 

 

表 26 独立同期方式 IRF 値(1) 

 

 

 

 

 

従属同期方式及びTS伝送方式がDTVに混信を与えない条件で独立同期方

式のIRFを表27に示す。 

 

干渉軽減係数 IRF(dB) 

オフセット周波数(MHz) 希望波 干渉波 

0 6 12 18 24 30 

IF 伝送独立同期 －1 67 80 80 80 80 

アナログ放送波 6 72 80 80 80 80 
IF 伝送 

独立同期 
デジタル放送波 －1 67 80 80 80 80 
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表 27 独立同期方式 IRF 値(2) 

 

イ 従属同期方式 

従属同期方式のIRFを表28に示す｡ 

なお、テレビジョン放送との混信は無いことが前提で放送波とのIRFは規定し

ない。 

 

表28 従属同期方式ＩＲＦ値 

 

4.3.22 搬送波電力対熱雑音電力比 

搬送波電力対熱雑音電力比は表29による｡ 

 

表29 搬送波電力対熱雑音電力比 

搬送波電力対熱雑音電力比 

（平常時） 

搬送波電力対熱雑音電力比 

（フェージング時） 

40dB 28dB 

 

干渉軽減係数ＩＲＦ（ｄＢ） 

周波数差（MHz） 希望波 干渉波 

0 1.5 4.5 7.5 10.5 13.5 16.5 19.5 22.5 25.5 28.5

ＩＦ伝送 従属同期標準 - 0 3 50 59 72 80 80 80 80 80

ＩＦ伝送 従属同期低雑音 - 0 2 49 57 68 80 80 80 80 80
ＩＦ伝送 

独立同期 
ＴＳ伝送 - 0 3 41 47 60 72 80 80 80 80

干渉軽減係数ＩＲＦ（ｄＢ） 

周波数差（MHz） 希望波 干渉波 

0 1.5 4.5 7.5 9 10.5 13.5 16.5 18 19.5 22.5 27 28.5 30

ＩＦ伝送 独立同期 - 0 3 50 - 60 72 80 - 80 80 - 80 - 

ＩＦ伝送 従属同期標準 0 - - - 54 - - - 80 - - 80 - - 

ＩＦ伝送 従属同期低雑音 0 - - - 53 - - - 80 - - 80 - - 

ＩＦ伝送 

従属同期 

標準 

TS伝送 0 - - - 42 - - - 74 - - 80 - - 

ＩＦ伝送 独立同期 - 0 0 36 - 53 67 79 - 80 80 - 80 - 

ＩＦ伝送 従属同期標準 0 - - - 51 - - - 80 - - 80 - - 

ＩＦ伝送 従属同期低雑音 0 - - - 48 - - - 80 - - 80 - - 

IF伝送 

従属同期 

低雑音 

TS伝送 0 - - - 40 - - - 74 - - 80 - - 
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4.3.23 周波数の許容偏差 

（１） 独立同期方式 

3kHzとする。 

（２） 従属同期方式 

100×10－6とする。 

 

4.3.24 電力スペクトル特性 

（１） 送信電力スペクトル特性 

送信電力は、中心周波数からの周波数差が0MHzの場合の電力を基準として、

図1～図3に示す相対電力を超えないものとする。 

 

図1 送信電力スペクトル特性 

（SC信号を使用しない独立同期方式の場合） 
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図2 送信電力スペクトル特性 

（SC信号を使用する独立同期方式の場合及び 

従属同期方式（低雑音方式を除く）の場合） 
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図3 送信電力スペクトル特性 

（従属同期方式（低雑音方式）の場合） 
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（２） 受信IF出力電力スペクトル特性 

図4に示すとおりとする。 
相

対
電

力
（
ｄ
Ｂ

／
１

０
ｋ
Ｈ

ｚ
）

 

図4 受信IF出力電力スペクトル特性 

 

4.3.25 送受信ろ波特性 

（１） 送信ろ波特性 

 ア 独立同期方式送信ろ波特性 

独立同期方式の送信ろ波特性は表 30 に示す送信ろ波特性を満足すること。  

なお、必要に応じて減衰量の大きいろ波特性のものを使用し、混信対策を図

ること。 

 

表30 送信ろ波特性（独立同期方式） 

周波数偏差 
 

4.36MHz 6～9MHz 

減衰量 15dB 15dB 

 

イ 従属同期方式の送信ろ波特性 

従属同期方式の送信ろ波特性は表31に示す送信ろ波特性を満足すること。 
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表31 送信ろ波特性（従属同期方式） 

周波数偏差 
 

6.25MHz 8～12MHz 35MHz 

減衰量 15dB 20dB 35dB 

 

（２） 受信ろ波特性 

 ア 高周波受信ろ波特性 

(ア) 独立同期方式の高周波受信ろ波特性 

独立同期方式の高周波受信ろ波器は、表32に示すろ波特性を満足するこ

と。 

 

表32 高周波受信ろ波特性（独立同期方式） 

周波数偏差 
 

4.36MHz 6～9MHz 

減衰量 15dB 15dB 

 

(イ) 従属同期方式受信機の高周波ろ波特性 

従属同期方式の高周波ろ波器は、表33に示すろ波特性を満足すること。 

 

表33 受信機の高周波ろ波特性（従属同期方式） 

周波数偏差 
 

6.25MHz 8～12MHz 35MHz 

減衰量 15dB 20dB 35dB 

 

 イ 等価受信ろ波特性 

等価受信ろ波特性（高周波ろ波特性に中間周波数増幅部のろ波特性を加え

たもの）は以下による。 

  (ア) 独立同期方式の等価受信ろ波特性 

  独立同期方式の等価受信ろ波特性は、表34に示すろ波特性を満足するこ
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と。 

 

表34 等価受信ろ波特性（独立同期方式） 

周波数偏差 
 

3.5MHz 4.36MHz 6～9MHz 

減衰量 30dB 45dB 45dB 

 

  (イ) 従属同期方式の等価受信ろ波特性 

  従属同期方式の等価受信ろ波特性は、表35に示す主信号（OFDM）に対す

る等価受信ろ波特性を満足すること。 

 

表35 主信号（OFDM）に対する等価受信ろ波特性（従属同期方式） 

周波数偏差 
 

3.5MHz 4.5MHz 10MHz 20MHz 

減衰器 30dB 40dB 50dB 75dB 

 

4.3.26 等価雑音帯域幅及び雑音指数 

（１） 等価雑音帯域幅 

6MHz以下とする。(回線設計では5.7MHzとする) 

 

（２） 雑音指数 

4dB以下とする。 

 

4.3.27 総合伝送特性 

総合伝送特性は特に定めない。 

 

4.3.28 送受信空中線特性 

可能な限り良好な指向特性を有すること。 
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なお、標準的な特性を別紙14に示す。 

 

4.3.29 交差偏波識別度 

特に定めない 

 

4.3.30 フェージングマージン 

別紙15による。 

なお、設計しようとする回線と同じ区間の実回線に関するフェージングマージンの

確認ができている場合には、その値を使用することができる（単一受信のものは、別

紙15により求めた値以下となる場合に限る）。 

 

4.3.31 電波の型式 

主信号の電波の型式はX7Wとする。 

パイロット信号の電波の型式はN0Nとする。 

SC信号については、伝送情報の型式及びチャネル数に基づき定めることとする。 

 

4.3.32 スプリアス発射又は不要発射の強度の許容値 

スプリアス発射又は不要発射の強度の許容値を表 36 に示す。 
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表36 スプリアス発射の強度の許容値 

 空中線電力 

帯域外領域におけるス

プリアス発射の強度の許

容値 

スプリアス領域における不要

発射の強度の許容値 

25Wを超えるもの 

20mW以下であり、かつ、

基本周波数の平均電力

より60dB低い値 

12ｍW以下であり、かつ、基本

周波数の平均電力より60dB

低い値 

1Wを超え25W 

以下のもの 25μW以下 
独立同期 

方式 

1W以下のもの 100μＷ以下 

25μW以下 

50Wを超えるもの 

50μW以下又は基本周波数

の搬送波電力より70dB低い

値 

25Wを超え50W 

以下のもの 

20mW以下であり、かつ、

基本周波数の平均電力

より60dB低い値 基本周波数の搬送波電力よ

り60dB低い値 

1Wを超え25W 

以下のもの 
25μW以下 25μW以下 

従属同期 

方式 

1W以下のもの 100μＷ以下 50μW以下 

 

 

4.4 TS 伝送方式を用いた UHF 帯映像 TTL の技術的条件 

4.4.1 周波数帯 

470～770MHz とする。 

なお、周波数リパックを考慮すること。 

 

4.4.2 通信方式 

単向通信方式とする。 

 

4.4.3 変調方式 

64QAM 方式とする。 
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4.4.4 復調方式 

同期検波方式とする。 

 

4.4.5 無線周波数帯 

主信号の伝送容量及び SC 信号の伝送容量の総和は、40.2Mbps 以下とする。 

 

4.4.6 クロック周波数 

6.7MHz 以下とする。 

 

4.4.7 空中線電力の最大値 

100W とする。 

 

4.4.8 周波数配置（周波数間隔） 

周波数間隔は 9MHz とする。 

 

4.4.9 偏波 

水平偏波又は垂直偏波とする。 

 

4.4.10 占有周波数帯幅の許容値 

7.6MHz とする。 

 

4.4.11 補助信号の伝送方式 

SC 信号（送信所の制御及び連絡通信に使用される信号）を TS 信号に時分割多重

し伝送することとする。 

4.4.12 自動等化器 

自動等化器による波形歪補償を行う。 

 

4.4.13 交差偏波干渉補償器 

交差偏波干渉補償器は規定しない。 
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4.4.14 誤り訂正機能 

有することとする。 

 

4.4.15 中継方式 

検波再生中継方式又は非再生中継方式とする。 

 

4.4.16 無給電中継方式 

無給電中継方式は使用しない。 

 

4.4.17 スペースダイバーシチ 

伝送路条件が厳しい回線では使用することが望ましい。  

 

4.4.18 回線設計（受信入力） 

標準受信入力は－64.8dBm+フェージングマージンとする。 

受信入力（設計値）は標準受信入力の±3dB の範囲とする。 

また、非再生中継方式による多段中継を行う場合には、最終段の受信機において

所要 C/N27.5dB を確保することとする。 

最大受信電力は規定しない。 

 

4.4.19 回線設計（回線品質） 

回線品質は、回線断となる時間率で定義する。 

回線断は受信信号の熱雑音 C/N が 30.8dB 以下となる状態とする。 

 

4.4.20 等価等方輻射電力の制限 

等価等方輻射電力の制限は規定しない。 

 

4.4.21 混信保護値 

混信保護値（１波当たりの干渉波電力に対する搬送波電力対干渉波受信電力比

又は全干渉波電力の総和に対する搬送波電力対干渉波受信電力比のいずれか）は、

表 37 に示す混信保護の許容値を満足することとする。 
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表 37  混信保護の許容値 

1 波当たりの干渉波電力に対する値 

（dB） 

同一経路 異経路 

全干渉波の総和に対する値 

（dB） 

39 

（平常時） 

35+Fmr （注 1） 

（平常時） 

30.5 

（フェージング時） 

注１：Fmr：所要フェージングマージン 

注２：搬送波電力対干渉波受信電力比 C/I は、次式により算出する。 

   C/I＝D/U+IRF 

   ただし、 

   D/U：希望波受信電力対干渉波受信電力比 

   IRF：干渉軽減係数 

 

4.4.22 搬送波電力対熱雑音電力比 

30.8dB 以下とする。 

 

4.4.23 周波数の許容偏差 

100×10－6 とする。 

 

4.4.24 送信電力スペクトル特性 

図 5 に示すとおりとする。 
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図 5 送信電力スペクトル特性 

 

4.4.25 送受信ろ波特性 

表 38、表 39 に示す、送受信ろ波特性を有すること。ただし、送信機と必要に応じて

使用する送信ろ波器を組合せて送信電力スペクトル特性を満足することとする。 

 

表 38  送信ろ波特性 

周波数偏差  

20MHz 35MHz 70MHz 

減衰量 15dB 35dB 60dB 

 

表 39  受信ろ波特性 

周波数偏差  

4.5MHz 6.7MHz 20MHz 60MHz 

減衰量 25dB 50dB 55dB 80dB 

 

4.4.26 等価雑音帯域幅、雑音指数 

等価雑音帯域幅は 6.7MHz 以下、雑音指数は 4dB 以下とする。 

 

4.4.27 総合伝送特性 
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ロールオフ率αは 0.3 以下とする。 

ただし、誤り訂正機能として連接符号を使用する場合は、次式を満たすようなαを

選ぶこととする。 

Δf≦8.51 （MHz） 

ここで、Δf はスペクトル帯域幅であり、次式で定義される。 

Δf＝fc （1+α）   

（f ：クロック周波数 MHz） 

 

4.4.28 送受信空中線特性 

可能な限り良好な指向特性を有すること。 

なお、標準的な特性を別紙 14 に示す。 

 

4.4.29 交差偏波識別度 

特に定めない。 

 

4.4.30 フェージングマージン 

別紙 15 による。 

なお、設計しようとする回線と同じ区間の実回線に関するフェージングマージンの

確認ができている場合には、その値を使用することができる（単一受信のものは、別

紙 15 により求めた値以下となる場合に限る）。 

 

4.4.31 電波の形式 

D7W とする。 

 

4.4.32 スプリアス発射又は不要発射の強度の許容値 

無線設備規則第７条（別表第３号２（１））に規定する値を満足すること。 

具体的には表 40 のとおり。 
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表 40 スプリアス発射又は不要発射の強度の許容値 

空中線電力 
帯域外領域におけるスプリ

アス発射の強度の許容値

スプリアス領域における不要発

射の強度の許容値 

50W を超えるもの 
50μW 以下又は基本周波数の

搬送波電力より 70dB 低い値 

25W を超え 50W 以下 

20mW 以下であり、かつ、

基本周波数の平均電力よ

り 60dB 低い値 
基本周波数の搬送波電力より

60dB 低い値 

1W を超え 25W 以下 25μW 以下 25μW 以下 

1W 以下 100μW 以下 50μW 以下 
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5 ミリ波帯デジタル方式FPU 

5.1 適用範囲 

この技術的条件は、ミリ波帯デジタル方式 FPU（映像番組素材中継用移動局)に適

用する。使用するチャンネル幅によって、表 41 に示す 3 つのシステムに区分する。 

 

表 41 ミリ波帯デジタル方式 FPU(映像番組素材伝送システム)の区分 

システム

呼称 
チャネル幅 

情報ビットレ

ートの例(注１)
変調方式の例 

フルモード 125MHz 210Mbps 

125MHz 

システム 

ハーフ 

モード 

フルモードのチ

ャンネルを 

2 分割して利用

70～100Mbps

210Mbps（注２）

16QAM-OFDM 

16QAM(シングルキャリア)

等 

500MHz 

システム 
500MHz 

210Mbps 

450Mbps 
BPSK、QPSK 等 

1GHz 

システム 
1GHz 1.5Gbps 8PSK 等 

注１：情報ビットレートは、TSのペイロードビットレート、すなわち正味のビットレートであり、映

像、音声、カメラ制御信号その他の信号のビットレートの合計を指す。  

注２：利用環境に応じて多重数（送信アンテナ数）を2のMIMO伝送方式を用いた例。 

 

5.2 周波数帯 

表 42 に示す周波数帯を使用する。 
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表 42 周波数帯 

周波数帯の呼称 125MHz システム、500MHz システム、1GHz システム 

42GHz 帯 41.0～42.0GHz 

55GHz 帯 54.27～55.27GHz 

 

5.3 通信方式 

単向通信方式又は同報通信方式とする。 

 

5.4 周波数配置 

125MHz 間隔、500MHz 間隔、1GHz とし、その周波数配置は図 6 による。 

 

（単位： MHz）
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62.5 125MHz システム
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（単位： MHz）
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500250

1GHz システム

500MHz システム
（単位： MHz）

1000

500250

1GHz システム

500MHz システム

1GHz システム

500MHz システム

1000

125
62.5 125MHz システム

1000

125
62.5

1000

125
62.5 125MHz システム125MHz システム

フルモード

62.5 31.25

ハーフモード
フルモードを
2分割して利用

62.5 31.2562.5 31.25

ハーフモード
フルモードを
2分割して利用

 

図 6 周波数配置 

 

5.5 変調方式 

位相変調若しくは直交振幅変調又は直交周波数分割多重変調とする。 
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5.6 復調方式 

特に規定しない。 

 

5.7 伝送容量 

伝送帯域幅と変調方式から決まる値とする。 

 

5.8 クロック周波数 

特に規定しない。 

 

5.9 偏波 

特に規定しない。 

 

5.10 占有周波数帯幅の許容値 

表 43 に示す値とする。 

 

表 43 占有周波数帯幅の許容値 

 125MHz 

システム 

(フルモード) 

125MHz 

システム 

(ハーフモード)

500MHz 

システム 

1GHz 

システム 

シングル 

キャリア方式 
106MHz 54MHz 425MHz 841MHz 

OFDM 方式 112MHz 60MHz - - 

 

5.11 補助信号の伝送方式 

特に規定しない。 

 

5.12 空中線電力の最大値及び許容偏差 

1W とする。 

また、電力の許容偏差は上限 50%、下限 50%であること。 

 

5.13 誤り訂正機能 



45 

使用する。 

 

5.14 回線設計（回線品質） 

回線の構成はアプリケーションに合わせて自由に行えることとし、瞬断率及び不稼

動率は規定しない。 

 

5.15 等価等方輻射電力の制限値 

特に規定しない。 

 

5.16 混信保護 

特に規定しない。 

 

5.17 搬送電力対熱雑音電力比 

特に規定しない。 

 

5.18 周波数の許容偏差 

表 44 のとおりとする。 

 

表 44 送信周波数の許容偏差 

125MHz システム 

OFDM 方式 シングルキャリア方式
500MHz システム 1GHz システム 

7×10－6 25×10－6 25×10－6 25×10－6 

 

5.19 送信電力スペクトル特性 

特に規定しない。 

 

5.20 送受信ろ波特性 

特に規定しない。 

 

5.21 等価雑音帯域幅、雑音指数 



46 

特に規定しない。 

 

5.22 総合伝送特性 

特に規定しない。 

 

5.23 送受信空中線特性 

特に規定しない。 

 

5.24 交差偏波識別度 

特に規定しない。 

 

5.25 フェージングマージン及び降雨減衰マージン 

特に規定しない。 

 

5.26 電波の型式 

G7W、D7W 又は X7W とする。 

 

5.27 スプリアス 

スプリアス発射の強度の許容値は表 45 のとおりとする。 

 

表 45 スプリアス発射又は不要発射の強度の許容値 

125MHz システム、500MHz システム、1GHz システム 

周波数帯 帯域外領域におけるスプリ

アス発射の強度の許容値

スプリアス領域における不

要発射の強度の許容値 

42GHz 帯 100μW 以下 50μW 以下 

55GHz 帯 50μW 以下 50μW 以下 

 

5.28 受信設備の副次的に発する電波等の限度 

副次的に発する電波が他の無線設備の機能に支障を与えない限度は、50μW 以

下とする。 
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別紙１ 

 周波数
[MHz] 

 
ﾁｬﾈﾙ番号 

 
 

ﾁｬﾈﾙ番号

6718.750 MS-74  
6719.000 MS-75  
6719.125  MAF-38
6719.250 MS-76  
6719.500 MS-77  
6719.625  MAF-39
6719.750 MS-78  

  
  
  

6860.500 MS-79  
6860.625  MAF-40
6860.750 MS-80  
6861.000 MS-81  
6861.125  MAF-41
6861.250 MS-82  
6861.500 MS-83  
6861.625  MAF-42
6861.750 MS-84  
6862.000 MS-85  
6862.125  MAF-43
6862.250 MS-86  
6862.500 MS-87  
6862.625  MAF-44
6862.750 MS-88  
6863.000 MS-89  
6863.125  MAF-45
6863.250 MS-90  
6863.500 MS-91  
6863.625  MAF-46
6863.750 MS-92  
6864.000 MS-93  
6864.125  MAF-47
6864.250 MS-94  
6864.500 MS-95  
6864.625  MAF-48
6864.750 MS-96  
6865.000 MS-97  
6865.125  MAF-49
6865.250 MS-98  
6865.500 MS-99  
6865.625  MAF-50
6865.750 MS-100  
6866.000 MS-101  
6866.125  MAF-51
6866.250 MS-102  
6866.500 MS-103  
6866.625  MAF-52
6866.750 MS-104  
6867.000 MS-105  
6867.125  MAF-53
6867.250 MS-106  
6867.500 MS-107  
6867.625  MAF-54
6867.750 MS-108  

周波数
[MHz] 

 
ﾁｬﾈﾙ番号

 
 

ﾁｬﾈﾙ番号

6709.625  MAF-19
6709.750 MS-38  
6710.000 MS-39  
6710.125  MAF-20
6710.250 MS-40  
6710.500 MS-41  
6710.625  MAF-21
6710.750 MS-42  
6711.000 MS-43  
6711.125  MAF-22
6711.250 MS-44  
6711.500 MS-45  
6711.625  MAF-23

6711.750 MS-46  
6712.000 MS-47  
6712.125  MAF-24

6712.250 MS-48  
6712.500 MS-49  
6712.625  MAF-25
6712.750 MS-50  
6713.000 MS-51  
6713.125  MAF-26
6713.250 MS-52  
6713.500 MS-53  
6713.625  MAF-27
6713.750 MS-54  
6714.000 MS-55  
6714.125  MAF-28
6714.250 MS-56  
6714.500 MS-57  
6714.625  MAF-29
6714.750 MS-58  
6715.000 MS-59  
6715.125  MAF-30
6715.250 MS-60  
6715.500 MS-61  
6715.625  MAF-31
6715.750 MS-62  
6716.000 MS-63  
6716.125  MAF-32
6716.250 MS-64  
6716.500 MS-65  
6716.625  MAF-33
6716.750 MS-66  
6717.000 MS-67  
6717.125  MAF-34
6717.250 MS-68  
6717.500 MS-69  
6717.625  MAF-35
6717.750 MS-70  
6718.000 MS-71  
6718.125  MAF-36
6718.250 MS-72  
6718.500 MS-73  
6718.625  MAF-37

周波数
[MHz] 

ﾁｬﾈﾙ番号 

 
 

ﾁｬﾈﾙ番号 

6700.500 MS-1  
6700.625  MAF-1 
6700.750 MS-2  
6701.000 MS-3  
6701.125  MAF-2 
6701.250 MS-4  
6701.500 MS-5  
6701.625  MAF-3 
6701.750 MS-6  
6702.000 MS-7  
6702.125  MAF-4 
6702.250 MS-8  
6702.500 MS-9  
6702.625  MAF-5 
6702.750 MS-10  
6703.000 MS-11  
6703.125  MAF-6 
6703.250 MS-12  
6703.500 MS-13  
6703.625  MAF-7 
6703.750 MS-14  
6704.000 MS-15  
6704.125  MAF-8 
6704.250 MS-16  
6704.500 MS-17  
6704.625  MAF-9 
6704.750 MS-18  
6705.000 MS-19  
6705.125  MAF-10 
6705.250 MS-20  
6705.500 MS-21  
6705.625  MAF-11 
6705.750 MS-22  
6706.000 MS-23  
6706.125  MAF-12 
6706.250 MS-24  
6706.500 MS-25  
6706.625  MAF-13 
6706.750 MS-26  
6707.000 MS-27  
6707.125  MAF-14 
6707.250 MS-28  
6707.500 MS-29  
6707.625  MAF-15 
6707.750 MS-30  
6708.000 MS-31  
6708.125  MAF-16 
6708.250 MS-32  
6708.500 MS-33  
6708.625  MAF-17 
6708.750 MS-34  
6709.000 MS-35  
6709.125  MAF-18 
6709.250 MS-36  
6709.500 MS-37  

 6867.875

6719.875

6860.375

6700.375 

 

注１：MAF-**は、デジタル方式音声ＳＴＬ／ＴＴＬ／ＴＳＬのチャネル番号 
注２：MS-*は、デジタル方式監視・制御用固定回線のチャネル番号 

  

M 帯におけるデジタル方式音声ＳＴＬ／ＴＴＬ／ＴＳＬ及び 

デジタル方式監視・制御用固定回線の周波数配置 
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周波数
[MHz]  

ﾁｬﾈﾙ番号 

 
 

ﾁｬﾈﾙ番号

7735.625  NAF-36
7735.750 NS-72  
7736.000 NS-73  
7736.125  NAF-37
7736.250 NS-74  
7736.500 NS-75  
7736.625  NAF-38
7736.750 NS-76  
7737.000 NS-77  
7737.125  NAF-39
7737.250 NS-78  
7737.500 NS-79  
7737.625  NAF-40
7737.750 NS-80  
7738.000 NS-81  
7738.125  NAF-41
7738.250 NS-82  
7738.500 NS-83  
7738.625  NAF-42
7738.750 NS-84  
7739.000 NS-85  
7739.125  NAF-43
7739.250 NS-86  
7739.500 NS-87  
7739.625  NAF-44
7739.750 NS-88  
7740.000 NS-89  
7740.125  NAF-45
7740.250 NS-90  
7740.500 NS-91  
7740.625  NAF-46
7740.750 NS-92  
7741.000 NS-93  
7741.125  NAF-47
7741.250 NS-94  
7741.500 NS-95  
7741.625  NAF-48
7741.750 NS-96  
7742.000 NS-97  
7742.125  NAF-49
7742.250 NS-98  

   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   

周波数
[MHz]  

ﾁｬﾈﾙ番号

 
 

ﾁｬﾈﾙ番号

7580.625  NAF-19
7580.750 NS-38  
7581.000 NS-39  
7581.125  NAF-20
7581.250 NS-40  
7581.500 NS-41  
7581.625  NAF-21
7581.750 NS-42  
7582.000 NS-43  
7582.125  NAF-22
7582.250 NS-44  
7582.500 NS-45  
7582.625  NAF-23
7582.750 NS-46  
7583.000 NS-47  
7583.125  NAF-24
7583.250 NS-48  
7583.500 NS-49  
7583.625  NAF-25
7583.750 NS-50  
7584.000 NS-51  
7584.125  NAF-26
7584.250 NS-52  
7584.500 NS-53  
7584.625  NAF-27
7584.750 NS-54  

   
   
   
   

7731.500 NS-55  
7731.625  NAF-28
7731.750 NS-56  
7732.000 NS-57  
7732.125  NAF-29
7732.250 NS-58  
7732.500 NS-59  
7732.625  NAF-30
7732.750 NS-60  
7733.000 NS-61  
7733.125  NAF-31
7733.250 NS-62  
7733.500 NS-63  
7733.625  NAF-32
7733.750 NS-64  
7734.000 NS-65  
7734.125  NAF-33
7734.250 NS-66  
7734.500 NS-67  
7734.625  NAF-34
7734.750 NS-68  
7735.000 NS-69  
7735.125  NAF-35
7735.250 NS-70  
7735.500 NS-71  

 

周波数
[MHz]  

ﾁｬﾈﾙ番号 

 
 

ﾁｬﾈﾙ番号 

7571.500 NS-1  
7571.625  NAF-1 
7571.750 NS-2  
7572.000 NS-3  
7572.125  NAF-2 
7572.250 NS-4  
7572.500 NS-5  
7572.625  NAF-3 
7572.750 NS-6  
7573.000 NS-7  
7573.125  NAF-4 
7573.250 NS-8  
7573.500 NS-9  
7573.625  NAF-5 
7573.750 NS-10  
7574.000 NS-11  
7574.125  NAF-6 
7574.250 NS-12  
7574.500 NS-13  
7574.625  NAF-7 
7574.750 NS-14  
7575.000 NS-15  
7575.125  NAF-8 
7575.250 NS-16  
7575.500 NS-17  
7575.625  NAF-9 
7575.750 NS-18  
7576.000 NS-19  
7576.125  NAF-10 
7576.250 NS-20  
7576.500 NS-21  
7576.625  NAF-11 
7576.750 NS-22  
7577.000 NS-23  
7577.125  NAF-12 
7577.250 NS-24  
7577.500 NS-25  
7577.625  NAF-13 
7577.750 NS-26  
7578.000 NS-27  
7578.125  NAF-14 
7578.250 NS-28  
7578.500 NS-29  
7578.625  NAF-15 
7578.750 NS-30  
7579.000 NS-31  
7579.125  NAF-16 
7579.250 NS-32  
7579.500 NS-33  
7579.625  NAF-17 
7579.750 NS-34  
7580.000 NS-35  
7580.125  NAF-18 
7580.250 NS-36  
7580.500 NS-37  

7571.375 

7584.875

7731.375

7742.375

 
注１：NAF-**は、デジタル方式音声ＳＴＬ／ＴＴＬ／ＴＳＬのチャネル番号 
注２：NS-*は、デジタル方式監視・制御用固定回線のチャネル番号 

  

N 帯におけるデジタル方式音声ＳＴＬ／ＴＴＬ／ＴＳＬ及び 

デジタル方式監視・制御用固定回線の周波数配置 
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別紙 5 

 

デジタル方式音声ＳＴＬ／ＴＴＬ／ＴＳＬ及びデジタル方式監視・制御用固定回線にお

ける全干渉波の総和に対する混信保護値 

 

全干渉波の総和に対する混信保護値[C/Ia]は次式により求める。 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+×−= ∑∑

=

−

=

−
n

1j

10/)Ij/C(
m

1i

10/)Ii/C( 1010log10]Ia/C[  

m：同一経路の妨害波の数 

C/Ii：希望波と同一経路のI番目の妨害波による搬送波電力対干渉波受信電力比

[dB] 

C/Ii＝D/Ui＋IRFi 

D/Ui：希望波と同一経路のI番目の妨害波による希望波受信電力対妨害波受信電力

比[dB]  

IRFi：希望波と同一経路のI番目の妨害波間の干渉軽減係数[dB] 

n：異経路の妨害波の数 

C/Ij：希望波と異経路のj番目の妨害波による搬送波電力対干渉波受信電力比[dB] 

C/Ij＝D/Uj＋IRFj 

D/Uj：希望波と異経路のj番目の妨害波による希望波受信電力対妨害波受信電力比

に所要フェージングマージン(10GHz未満の場合)を差し引いた値[dB] 

IRFj：希望波と異経路のｊ番目の妨害波間の干渉軽減係数[dB]  

なお、妨害波の回折損失が認められる場合には、電波法関係審査基準の別紙１

別図第23号及び別図第24号により求め加算する。 
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別紙6 

表 1 干渉軽減係数（IRF）各方式間の組合せ表（1/4） 

希望波 妨害波 参照表番号 

音声 STL/TTL(64QAM) 
音声 STL/TTL(4PSK) 音声 STL/TTL(64QAM) 
監視・制御 

音声 STL/TTL(64QAM) 

音声 STL/TTL(4PSK) 音声 STL/TTL(4PSK) 

監視・制御 

音声 STL/TTL(64QAM) 

音声 STL/TTL(4PSK) 監視・制御 

監視・制御 

表 2 

音声 STL/TTL(64QAM) 
音声 STL/TTL(4PSK) 
監視･制御 

4PSK 6Mbps 表 3 

3Mbps 

13Mbps 4PSK 

19Mbps 

26Mbps 
16QAM 

52Mbps 

52Mbps 
128QAM 

104Mbps 

音声 STL/TTL(64QAM) 

64QAM 156Mbps 

3Mbps 

13Mbps 4PSK 

19Mbps 

26Mbps 
16QAM 

52Mbps 

52Mbps 
128QAM 

104Mbps 

音声 STL/TTL(4PSK) 

64QAM 156Mbps 

3Mbps 

13Mbps 4PSK 

19Mbps 

26Mbps 
16QAM 

52Mbps 

52Mbps 
128QAM 

104Mbps 

監視・制御 

64QAM 156Mbps 

表 4 
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表 1 干渉軽減係数（IRF）各方式間の組合せ表（2/4） 

希望波 妨害波 参照表番号 
音声 STL/TTL(64QAM) 
音声 STL/TTL(4PSK) 
監視・制御 

デジタル TSL  

音声 STL/TTL(64QAM) 
音声 STL/TTL(4PSK) 
監視・制御 

デジタル STL TS 伝送 

デジタル STL IF 伝送 独立同期 
デジタル STL IF 伝送 従属同期標準 音声 STL/TTL(64QAM) 
デジタル STL IF 伝送 従属同期低雑音 
デジタル STL IF 伝送 独立同期 
デジタル STL IF 伝送 従属同期標準 音声 STL/TTL(4PSK) 
デジタル STL IF 伝送 従属同期低雑音 
デジタル STL IF 伝送 独立同期 
デジタル STL IF 伝送 従属同期標準 監視・制御 
デジタル STL IF 伝送 従属同期低雑音 

表 5 

表 1 干渉軽減係数（IRF）各方式間の組合せ表（3/4） 

希望波 妨害波 参照表番号 
音声 STL/TTL(64QAM) 
音声 STL/TTL(4PSK) 4PSK 6Mbps 

監視･制御 
表 6 

3Mbps 
13Mbps 4PSK 
19Mbps 
26Mbps 

16QAM 
52Mbps 
52Mbps 

128QAM 
104Mbps 

64QAM 156Mbps 

音声 STL/TTL(64QAM) 

3Mbps 
13Mbps 4PSK 
19Mbps 
26Mbps 

16QAM 
52Mbps 
52Mbps 

128QAM 
104Mbps 

64QAM 156Mbps 

音声 STL/TTL(4PSK) 

3Mbps 
13Mbps 4PSK 

19Mbps 
26Mbps 

16QAM 
52Mbps 
52Mbps 

128QAM 
104Mbps 

64QAM 156Mbps 

監視・制御 

表 7 
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表１ 干渉軽減係数（IRF） 各方式間の組合せ表（4/4） 

希望波 妨害波 参照表番号 

音声 STL/TTL(64QAM) 

音声 STL/TTL(4PSK) デジタル TSL 

監視・制御 

表 8 

音声 STL/TTL(64QAM) 

音声 STL/TTL(4PSK) デジタル STL TS 伝送 

監視・制御 

表 9 

デジタル STL IF 伝送 独立同期 

デジタル STL IF 伝送 従属同期標準 

デジタル STL IF 伝送 従属同期低雑音

音声 STL/TTL(64QAM) 

デジタル STL IF 伝送 独立同期 

デジタル STL IF 伝送 従属同期標準 

デジタル STL IF 伝送 従属同期低雑音

音声 STL/TTL(4PSK) 

デジタル STL IF 伝送 独立同期 

デジタル STL IF 伝送 従属同期標準 

デジタル STL IF 伝送 従属同期低雑音

監視・制御 

表 10 
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表 2 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

0 0.125 0.375 0.5 0.625 0.875 1 1.125 1.375 1.5 1.625 1.875 2 2.125 2.375 2.5 

音声 STL/TTL 
(64QAM) 

0 － － 49 － － 80 － － 80 － － 80 － － 80 

音声 STL/TTL 
(4PSK) 

0 － － 33 － － 59 － － 60 － － 61 － － 62 

音声 
STL/TTL 
(64QAM) 

監視・制御 － 0 52 － 67 80 － 80 80 － － － － － － － 

音声 STL/TTL 
(64QAM) 

0 － － 38 － － 65 － － 80 － － 80 － － － 

音声 STL/TTL 
(4PSK) 

0 － － 42 － － 60 － － 62 － － 63 － － 63.5

音声 
STL/TTL 
(4PSK) 

監視・制御 － 0 34 － 43 60 － 78 80 － 80 80 － － － － 

 
 IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

0 0.125 0.25 0.375 0.5 0.625 0.875 1 1.125 1.25 1.375 1.5 1.625 1.75 1.875 2 

音声 STL/TTL 

(64QAM) 
－ 0 － 44 － 60 68 － 80 － 80 － 80 － － － 

音声 STL/TTL 

(4PSK) 
－ 0 － 58 － 73 76 － 78 － 80 － 80 － 80 － 

監視・制御 

監視・制御 0 － 53 － 67 － － 80 － 80 － 80 － － － － 

 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

0.125 0.625 1.125 1.625 2.125 2.625 3.125 3.625 4.125 4.625 5.125 5.625 6.125 6.625 7.125 7.625 8.125

音声 STL/TTL 
(64QAM) 

0 2 3 5 10 37 47 48 49 49 60 62 72 76 76 77 77 

音声 STL/TTL 
(4PSK) 

4PSK 6Mbps 

1 2 4 9 13 36 48 49 50 51 60 63 75 76 76 77 77 

 
  

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

0 1 1.5 2 2.25 2.5 2.75 3 3.25 3.5 3.75 4 4.25 4.5 4.75 5 5.25 

監視･制御 4PSK 6Mb／s 3 3 6 11 17 26 43 44 47 50 52 54 61 61 62 62 62 
 

IRF[dB] 

周波数差[MHz]   

5.5 5.75 6 

   62 71 80 
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表 4 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

10.375 15.375 20.375 30.625 

3Mbps 80 － － － 

13Mbps － 80 － － 4PSK 

19Mbps － － 80 － 

26Mbps － 80 － － 
16QAM 

52Mbps － － 80 － 

52Mbps － 80 － － 
128QAM 

104Mbps － － 80 － 

音声 STL/TTL 

(64QAM) 

64QAM 156Mbps － － － 65 

 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

10.375 15.375 20.375 30.625 

3Mbps 80 － － － 

13Mbps － 80 － － 4PSK 

19Mbps － － 80 － 

26Mbps － 80 － － 
16QAM 

52Mbps － － 80 － 

52Mbps － 80 － － 
128QAM 

104Mbps － － 80 － 

音声 STL/TTL 

(4PSK) 

64QAM 156Mbps － － － 70 

 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

10.375 15.25 20.25 30.5 

3Mbps 80 － － － 

13Mbps － 80 － － 4PSK 

19Mbps － － 80 － 

26Mbps － 80 － － 
16QAM 

52Mbps － － 80 － 

52Mbps － 80 － － 
128QAM 

104Mbps － － 80 － 

監視・制御 

64QAM 156Mbps － － － 68 
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表 5 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

 

 

 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] (※1) 希望波 妨害波 

14.375 14.875 15.375 15.875 16.375 16.875 17.375 17.875 18.375 18.875 19.375 19.875 20.375 20.875 21.375 21.875

音声 STL/TTL 
(64QAM) 

43 46 48 51 53 55 57 59 61 63 65 67 69 70 71 74 

音声 STL/TTL 
(4PSK) 

デジタル TSL 

56 59 61 64 66 68 70 72 74 76 78 80 80 80 80 80 

               (※1)デジタル TSL D1ch→MAF-54ch から低いチャネルへ 

 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] (※2) 希望波 妨害波 

20.625 21.125 21.625 22.125 22.625

音声 STL/TTL 
(64QAM) 

70 72 74 76 78 

音声 STL/TTL 
(4PSK) 

デジタル TSL 

80 80 80 80 80 

(※2)デジタル TSL M11/M12ch→MAF-1ch～ 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] (※3) 希望波 妨害波 

14.25 14.5 14.75 15 15.25 15.5 15.75 16 16.25 16.5 16.75 17 17.25 17.5 17.75 18 

監視・制御 デジタル TSL 48 48 49 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 
 

IRF[dB] 

周波数差[MHz]  (※3)   

18.25 18.5 18.75 19 19.25 19.5 19.75 20 20.25 20.5 20.75 21 21.25 21.5 21.75 22 

  64 65 66 67 68 69 70 71 72 72 73 74 75 76 77 78 
                (※3)周波数差14.25MHz からはデジタル TSL D1ch→MAF-54ch から低いチャネルへ 

周波数差 20.5MHz からはデジタル TSL M11/M12ch→MS-1ch～ 

 IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

9.875 10.375 10.875 11.375 11.875 12.375 12.875 15.625 13.375 13.875 14.375 14.875 15.375 

音声STL/TTL 
(64QAM) 

65 66 66 66 67 68 70 72 74 76 78 79 80 

音声STL/TTL 
(4PSK) 

デジタル STL 
TS 伝送 

78 79 79 79 80 80 80 80 80 80 80 80 80 

 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

9.75 10.0 10.25 10.5 10.75 11.0 11.25 11.5 11.75 12.0 12.25 12.5 12.75 13.0 13.25 13.5 

監視・制御 
デジタル STL 
TS 伝送 

68 68 68 69 69 69 69 70 71 71 72 72 73 74 75 76 
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表 7 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

IRF[dB] 
周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

10.375 15.375 20.375 30.625
3Mbps 80 － － － 
13Mbps － 80 － － 4PSK 
19Mbps － － 80 － 
26Mbps － 80 － － 16QAM 52Mbps － － 80 － 
52Mbps － 80 － － 128QAM 104Mbps － － 80 － 

64QAM 156Mbps 

音声 STL/TTL 
(64QAM) 

－ － － 50 

 
IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 
10.375 15.375 20.375 30.625 

3Mbps 80 － － － 
13Mbps － 80 － － 4PSK 
19Mbps － － 80 － 
26Mbps － 80 － － 16QAM 52Mbps － － 80 － 
52Mbps － 80 － － 128QAM 104Mbps － － 80 － 

64QAM 156Mbps 

音声 STL/TTL 
(4PSK) 

－ － － 50 

 
IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 
10.375 15.25 20.25 30.5 

3Mbps 80 － － － 
13Mbps － 80 － － 4PSK 
19Mbps － － 80 － 
26Mbps － 80 － － 16QAM 52Mbps － － 80 － 
52Mbps － 80 － － 128QAM 104Mbps － － 80 － 

64QAM 156Mbps 

監視・制御 

－ － － 50 
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表 8 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 9 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

 IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

14.25 14.375 

音声 STL/TTL 
(64QAM) 

－ 80 

音声 STL/TTL 
(4PSK) 

－ 80 デジタル TSL 

監視・制御 80 － 

 

 

 IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

9.875 10.375 10.875 11.375 11.875 12.375 12.875 13.375 13.875 14.375 14.875 

音声 STL/TTL 
(64QAM) 

61 64 66 68 70 72 74 76 77 79 80 
デジタル STL 
TS 伝送 音声 STL/TTL 

(4PSK) 
61 64 66 68 70 72 74 76 77 79 80 

 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

9.75 10.0 10.25 10.5 10.75 11.0 11.25 11.5 11.75 12.0 12.25 12.5 12.75 13.0 14.0 14.5 15 

デジタル STL 
TS 伝送 

監視・制御 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 78 80 80 
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表 10 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

8.375 8.875 9.375 9.875 10.375 10.875 11.375 11.875 12.375 12.875 13.375 13.875 14.375 14.875 15.375

デジタル STL 
IF 伝送 
独立同期 

音声 STL/TTL 
(64QAM) 

43 47 50 52 55 57 59 61 63 65 67 68 70 71 72 

 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

9.875 10.375 10.875 11.375 11.875 12.375 12.875 13.375 13.875 14.375 14.875 15.375 15.875 16.375 16.875

デジタル STL 
IF 伝送 
従属同期標準 

音声 STL/TTL 
(64QAM) 

52 55 57 59 61 63 65 67 68 70 71 72 73 74 75 

デジタル STL 
IF 伝送 
従属同期低雑音 

音声 STL/TTL 
(64QAM) 

52 55 57 59 61 63 65 67 68 70 71 72 73 74 75 

 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

8.375 8.875 9.375 9.875 10.375 10.875 11.375 11.875 12.375 12.875 13.375 13.875 14.375 14.875 15.375 

デジタル STL 
IF 伝送 
独立同期 

音声 STL/TTL 
(4PSK) 

44 47 50 52 55 57 59 61 63 65 67 68 70 71 72 

 IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

9.875 10.375 10.875 11.375 11.875 12.375 12.875 13.375 13.875 14.375 14.875 15.375 15.875 16.375 16.875 

デジタル STL 
IF 伝送 
従属同期標準 

音声 STL/TTL 
(4PSK) 52 55 57 59 61 63 65 67 68 70 71 72 73 74 75 

デジタル STL 
IF 伝送 
従属同期低雑音 

音声 STL/TTL 
(4PSK) 52 55 57 59 61 63 65 67 68 70 71 73 74 75 76 
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IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

8.25 8.5 8.75 9 9.25 9.5 9.75 10 10.25 10.5 10.75 11 11.25 11.5 11.75 12 

デジタル STL 
IF 伝送 
独立同期 

監視・制御 41 43 44 46 47 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 

 

IRF[dB] 

周波数差[MHz]   

12.25 12.75 13 13.25 13.5 13.75 14 14.25 14.5 14.75 15 15.25 15.5 15.75

  
 
 

 60 61 63 64 64 65 66 66 67 68 69 70 71 71 

 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

9.75 10 10.25 10.5 10.75 11 11.25 11.5 11.75 12 12.25 12.5 12.75 13 13.25 13.5

デジタル STL 
IF 伝送 
従属同期標準 

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 63 64 

デジタル STL 
IF 伝送 
従属同期低雑音 

監視・制御 

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 63 64 

 

IRF[dB] 

周波数差[MHz]   

13.75 14 14.25 14.5 14.75 15 15.25 15.5 15.75 16 16.25 16.5 16.75 17 

  
 
 

 65 66 67 67 68 69 69 70 70 70 71 71 71 71 

  
 
 

 65 66 67 67 68 69 69 70 70 70 71 71 71 71 
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別紙7 
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別紙 8  

 

所要フェージングマージン（Fmr）の算出方法 

 

１ 所要フェージングマージン（Fmr）の算出方法（無給電中継方式を使用する区間を

除く。）は、以下のとおりとする。 

（１） 4PSK 方式の場合 

ア 単一受信時 

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

⋅
⋅

=
dPir

PRk10logFmr  

イ SD 受信時 

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

⋅⋅
⋅

=
AdPir

PRk10logFmr  

ただし、Ｆｍｒ＜5ｄＢの場合は、Ｆｍｒ＝5ｄＢとする。 

ここで、 

ｋ  ：年変動による増加係数で 2 とする。 

ＰＲ ：レーレーフェージング発生確率であり 3.1 項により求める。 

Ｐｉｒ ：回線瞬断率 

ｄ  ：伝送距離（km） 

Ａ  ：SD による改善率であり、次式に示したフェージングマージン（Ｆｍ）

及びスペース相関係数(ρ)により、電波法関係審査基準別図第 46 号

から求める。 

Ｆm＝Ｐｒ－Ｐｒｎｉ－Ｃ／Ｎｔｈｏ 

Ｐｒ  ：平常時受信入力（dBm） 

Ｐｒｎｉ ：受信機の熱雑音電力（dBm） 

Ｃ／Ｎｔｈｏ：熱雑音に対するＣ／Ｎ値（dB） 

( ) ⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ +⋅⋅+⋅⋅⋅Δ⋅−=

22242 1/104.00021.0exp γγρ sdfh  

ただし、ρ＜0.5 の場合には、ρ＝0.5 とする。 

Δｈ ：アンテナ間隔（m） 
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ｆ   ：周波数（GHz） （3.1 項の表 1 参照） 

γ  ：実効反射係数 

20/)/(10 UrD−=γ  

ｓ   ：直接波と反射波の路程差（m） 

ただし、単一方式でＤ／Ｕｒ（実効反射減衰量で、5.1 項の表 7 に揚げる

点における反射減衰量に送受アンテナの指向性減衰量及びリッジ損を加

えたもの）が 20dB 以下のときには、Ｐｒ及びＤ／Ｕｒにより、電波法関係審

査基準別図第 49 号から求める等価レーレーフェージング発生確率（Ｐｒｅ）

を用いること。 

 

（２） 64QAM 方式、32QAM 方式及び 16QAM 方式の場合   

ア 単一受信時 

 

 

イ SD 受信時 

 

 

 

ただし、Ｆｍｒ＜5.6ｄＢの場合は、Ｆｍｒ＝5.6ｄＢ 

ここで、 

Ｐａ  ：減衰性フェージング発生確率。 

3.2 項により求める。 

Ｐｄ  ：波形歪みによる瞬断率。 

4 項により求める。 

αＭＡＩＮ：単一受信時のフェージングの長周期変動による増加係数。 

5.1 項により求める。 

αＳＤ ：ＳＤ受信時のフェージングの長周期変動による増加係数。 

5.1 項により求める。 

βａ  ：減衰性フェージング発生時の中央値低下。 

5.2 項により求める。 

η　
・-・

・β・α -
−⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ +

=
PRPddPir

PaaPa)(PRNMAIlog10Fmr

( ) ( )
A

1PRPddPir

PaaPa)(PRSlog5Fmr 2

2

−−⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛

⋅⋅⋅

+
= η　

－－

・β・α -

ρ

D
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⎟
⎟
⎠

⎞

⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

η⋅⋅−⋅

⋅β+−⋅α
=

η 10/2
22

22222

10)PRPddPir(
Paa)PaPR(MAIN

10/110)1PR1PddPir(
1Pa1a)1Pa1PR(1MAIN

log10Fmr

＋

ρ    ：ＳＤアンテナ空間相関係数。 

6 項により求める。 

η   ：広帯域受信電力フェード量減少係数。 

7 項により求める。 

Ａ   ：ＳＤ受信時改善量（ｄＢ）。Ａ＝１とする。 

ＰＲ  ：レーレーフェージング発生確率であり 3.1 項により求める。 

Ｐir  ：回線瞬断率 

ｄ   ：伝送距離 

 

２ 所要フェージングマージン（Fmr）（無給電中継方式を使用する区間に限る。）の算

出方法は以下のとおりとする。 

なお、方式は１箇所反射板を用いる中継方式とし、単一受信時とする。 

反射板 

      ｄ1             ｄ2 

 

    Ａ局               Ｂ局 

 

ｄ1 ： Ａ局及び反射板間の距離 

ｄ2 ： 反射板及びＢ局間の距離 

（１） 4PSK 方式の場合 

⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛
⋅
+

=
dPir

)PRk(PR
10logFmr 21  

 

（２） 64QAM 方式、32QAM 方式及び 16QAM 方式の場合   
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３ フェージング発生確率の算出方法 

３.1 レーレーフェージング発生確率（PR）の算出方法は以下のとおりとする。 

PR＝Q・（f/4）1.2・d3.5 

 d：伝送距離 ［km］ 

 f：周波数 ［GHz］  

表１による。 

 

表 1 周波数 

周波数帯［GHz］ 6.57～6.87 7.425～7.75 

f 6.7 7.6 

 

 Q：伝搬路係数 

表 2 に示す。 

表 2 伝搬路係数 

伝搬路 

種 別 

平均伝搬路高 

h［m］ 

伝搬路係数 

Q 

h ≧ 100 5.1×10－9 
平 野 

h ＜ 100 2.35×10－8×（1/h）（1/3） 

山 岳 － 2.1×10－9 

h ≧ 100 3.7×10－7/ h  
海 

h ＜ 100 3.7×10－6/h 

 

  h＝（h1＋h2）/2－hm 

  h1、h2 ：両局の空中線の海抜高［m］ 

  hm ：平均地表高［m］。ただし、伝搬路が海上の場合は 0 とする。 

    なお、上表の伝搬路種別の分類は表 3 のとおりとする。 
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表 3 伝搬路種別の分類 

分  類 伝   搬   路 

山 岳 山岳地帯が大部分を占めている場合 

平 野 

1 平野が大部分を占めている場合 

2 山岳地帯であるが、湾や入り江があって海岸（水際より

10km 程度までを含む。）又は海上が含まれる場合 

海 
1 海 上 

2 海岸（水際より 10km 程度までを含む。）で平野 

 

３.２ 減衰性フェージング発生確率（Pa）の算出方法は以下のとおりとする。 

( )
⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛ ++Δ⋅−
⋅=

ΔＮ15σ
ΔN157H/d200032

exp
2

QtPa
2

 

ΔＨ  ：送受信空中線高の高低差 

ΔＨ h2h1−=  

 ΔN、σΔN ：大気屈折率傾斜度の平均値及び標準偏差 

表 4 のとおりとする。 

 

表 4 大気屈折率傾斜度の平均値及び標準偏差 

区 域 北海道 東 北 
本 州 

(東北を除く。）
四国・九州 沖  縄 

ΔN －44.2 －52.5 －53.5 －53.5 －49.4 

σΔN 12.8 13.0 13.5 13.9 14.5 

  

Qt ：伝搬路係数 

表 5 のとおりとする。 
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表 5 伝搬路係数 

伝搬路種別 平  野 山  岳 海  上 

Qt 0.4 0.16 1 

ただし、Pa＞0.6・PR のとき、Pa＝0.6・PR とする。 

 

４． 波形歪による瞬断率（Pd）の算出方法 

波形歪による瞬断率（Pd）の算出方法は以下のとおりとする。 

（単一受信時）  
( )

PR
PauauiPaPR

Pd
+−

=  

（SD 受信時）  
PR

PaUaPa)Ui(PRPd +−
=  

PR：レーレーフェージング発生確率であり 3.1 項により求める。 

     Pa：減衰性フェージング発生確率であり 3.2 項により求める。 

 

ここで、
( ) ･ｚxfΔ4 ρz1

z11ux
2 −+

−
+=  

      Ux＝（3/2）ux2－（1/2）ux3 

      ただし、添字 x は i 又 a を指す。 

 ρΔfi：通常フェージング時のクロック周波数［MHz］離れの周波数相関係数 

 ρΔfa：減衰性フェージング時のクロック周波数［MHz］離れの周波数相関係数 

  z ：自動等化器等によって定まる許容帯域内振幅偏差（真数） 

表 6 のとおりとする。 

 

表 6 自動等化器等によって定まる許容帯域内振幅偏差（真数） 

符号誤り率 自動等化器なし 自動等化器付き 

1×10－4 2.75 5.37(31.6)注 

注：括弧内は、64QAM を用いた方式の場合の値 

ただし、表に掲げるもの以外の場合は別途資料の提出による。 

 

   なお、通常フェージングとは、レーレーフェージングのうち、以下の減衰性フェージ
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ング以外のものをいう。 

減衰性フェージングとは、大気屈折率の逆転層（ダクト）の発生により直接波が受

信アンテナに到達しないような屈折率分布となって、受信レベルが連続的に大幅に

低下するフェージングをいう。 

 

５ レーレーフェージングの長周期変動による増加係数（α）及び減衰性フェージング

発生時の中央値低下（βa）の算出方法 

５．１ レーレーフェージングの長周期変動による増加係数（α）の算出方法は以下の

とおりとする。 

（単一受信時）   αMAIN＝10（－0.0228＋0.0427σ－0.00181σ2＋0.00467σ3） 

（ＳＤ受信時）   αSD   ＝10（－0.105＋0.341σ0－0.201σ02＋0.0648σ03） 

ただし、α＞20 の場合はα＝20、α＜1 の場合α＝1 とする。 

ここで、γ≧0.2 の場合 σ0＝σ1 

    γ＜0.2 の場合 σ0＝σ 

 σ1＝10［0.7457－0.7279 logσ2＋0.1956（logσ2）2－0.06496（logσ2）3］ 

 σ2＝10［1.289－1.965 logσ＋0.1302（logσ）2＋0.2532（logσ）3］・（1＋γ2）2/（1＋0.4γ2＋γ4） 

  γ：実効反射係数 

  γ＝10－D/Ur/20 

  ここで、D/Ur：実効反射減衰量 ［dB］ 

表 7 の反射減衰量にアンテナ指向減衰量及びリッジ損失を加えた値とする。 

 

表 7 反射面の分類による反射減衰量 

反 射 面 水  面 水  田 畑、乾田 都市、森林、山岳 

反射減衰量 0 2 6 14 

     なお、実効反射減衰量の算出は、すべて平面大地として計算する。 

   σ：中央値変動の標準偏差 ［dB］ 

σ＝0.75・Q'・（f/4）0.3・d0.9 

f ：周波数 ［GHz］（３項参照） 

d ：伝送距離［km］ 

Q' ：伝搬路係数 
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表 8 伝搬路係数（Q'） 

伝搬路種別（注） 
平均伝搬路高 

h［m］（注） 

伝搬路係数 

Q' 

≧ 100 0.0591 
平  野 

＜ 100 0.087×（1/h）0.085 

山  岳 ― 0.0471 

≧ 100 0.177×（1/h）0.13 
海 

＜ 100 0.32×（1×h）0.26 

   注：伝搬路種別及び h については、3.1 項参照。 

 

５．２ 減衰性フェージング発生時の中央値低下（βa）の算出方法は以下のとおりと

する。 

（4σ＞D/Ur の場合）：βa＝1/γ2 

（4σ≦D/Ur の場合）：βa＝10 2σ/5 

ただし、βa＜αMAIN の場合、βa＝αMAIN 

    βa2＜αSD  の場合、βa2＝αSD 

とする。 

 

６ SD アンテナ空間相関係数（ρ）の算出方法 

SD アンテナ空間相関係数（ρ）の算出方法は以下のとおりとする。 

（γ≧0.5 の場合）  ：ρ＝ρ1 

（0.5＞γ≧0.2 の場合） ： 2
3.0

5.0
1

3.0
2.0

ρ
γ

ρ
γ

ρ ・・
−

+
−

=  

（γ＜0.2 の場合） ：ρ＝ρ2 

 

2

9-

2
2

2

ΓΓ1

10･
0γｈ･d･λ
ρΔN･dl･h2

2
1-exp

ｄλ･1000
Hγ・Δh4ΓcosΓ1

1ρ
++

⎪⎭

⎪
⎬
⎫

⎪⎩

⎪
⎨
⎧

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛ Δ
⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

⋅
++

=

ππ

 

σσ γγ 04022 .00.804/10 100.017210 ･･ +=Γ  
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( )
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧ +⋅⋅+⋅⋅Δ

22242 1/104.0h0.0021-exp2 γγρ sdf･･＝  

ここで、 

 Δh ： アンテナ間隔 ［m］ 

 h0γ ： 反射点からの両空中線高のうち高い方の値 ［m］ 

 h1γ ： 送信空中線の反射点からの高さ ［m］ 

 f ： 周 波 数 ［GHz］ 表 1 参照 

 λ ： 波  長 ［m］ 

 d ： 伝送距離 ［km］ 

 d1 ： 送信点反射点間距離 ［km］ 

 σΔN ： 大気屈折率傾斜度の標準偏差  表 4 参照 

 σ ： 中央値変動の標準偏差 ［dB］ 5.1 項参照 

 γ ： 実効反射係数  5.1 項参照 

 s ： 直接波と反射波の路程差 ［m］ 

s＝0.3×τ 

 τ ： 直接波と反射波の伝搬時間差 ［ns］ 

ただし、実効反射減衰量 D/Ur≧30dB の場合は、τ＝0 とする。 

D/Ur の算出については、5.1 項参照。 

なお、伝搬路時間差の算出についても、平面大地により行う。 

ただし、ρ＜0.4 のときρ＝0.4 とする。 

 

７ 広帯域受信電力フェード量減少係数（η）の算出方法 

広帯域受信電力フェード量減少係数（η）の算出方法は以下のとおりとする。 

η＝A0（ν）＋A1（ν）・log Ps＋A2（ν）・（log Ps）2 

  A0（ν）＝－48.17＋160.48ν－185.5ν2＋88.1ν3－14.92ν4 

  A1（ν）＝－53.22＋166.8ν－186.54ν2＋87.85ν3－14.92ν4 

  A2（ν）＝－17.95＋49.06ν－49.84ν2＋22.45ν3－3.73ν4 

  ν＝1.76＋0.239・log（1－ρΔfi）＋0.012・｛log（1－ρΔfi）｝2 

ρΔfi ： 通常フェージング時のクロック周波数［MHz］離れの周波数相関係数 

ρΔfi ： 通常フェージング時のクロック周波数［MHz］離れの周波数相関係数 
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 ただし、64QAM を用いた方式の場合は 

 

ν＝ 

 

ρΔf/3：通常フェージング時の[クロック周波数［MHz］/3]離れの周波数相関係数 

Ps  ：（単一受信時） Ps＝ρ0 

     （SD 受信時） Ps＝√（1－ρ）・ρ0/αSD 

   ρ0 ：ρ0＝5×10－5・（d/D）/PR 

   d  ：伝送距離［km］ 

D   ：全伝送区間の距離［km］ 

   PR ：レーレーフェージング発生確率。3.1 項参照 

   αSD ：長周期変動による増加係数。5.1 項参照 

   ρ  ：SD アンテナ相関係数。6 項参照 

ただし、（単一受信時） η＞5 のとき  η＝5 

      （SD 受信時） η＞2 のとき  η＝2 

  また、  η＜0 のとき  η＝0 

とする。 

 2.1+0.62log（1－ρΔｆ/3）+0.086｛log（1－ρΔｆ/3）｝2 
ρΔｆ/3 
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別紙 9 

 M 帯 

6570MHz 

     6580 MHz 

     6600 MHz 

     6620 MHz 

     6640 MHz 

     6660 MHz 

     6680 MHz 

 

     6740 MHz 

     6760 MHz 

     6780 MHz 

     6800 MHz 

     6820 MHz 

6840 MHz 

6850 MHz 

N 帯 

7435MHz 

    7445 MHz 

   

    7485 MHz 

    7505 MHz 

    7525 MHz 

    7545 MHz 

   

    7605 MHz 

   

 7645 MHz 

    7665 MHz 

    7685 MHz 

    7705 MHz 

7715 MHz 

 

M・N 帯におけるデジタル方式映像 TSL の周波数配置 
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別紙10 

デジタル方式映像TSLにおける全干渉波の総和に対する混信保護値 

 

全干渉波の総和に対する混信保護値[C/I a]は次式により求める。 

[ ] ⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
+×−= ∑∑

=

−

=

−
n

ij

10
)Ij/C(m

1i

10
)Ii/C(

1010logl10Ia/C  

m：同一経路の妨害波の数 

C/Ii：希望波と同一経路の i 番目の妨害波による搬送波電力対干渉波受信電力比

[dB] 

C/Ii＝D/Ui＋IRFi 

D/Ui：希望波と同一経路の i 番目の妨害波による希望波受信電力対妨害波受信

電力比[dB] 

IRFi：希望波と同一経路の i 番目の妨害波間の干渉軽減係数[dB] 

n：異経路の妨害波の数 

C/Ij：希望波と異経路の j 番目の妨害波による搬送波電力対干渉波受信電力比

[dB] 

C/Ij＝D/Uj＋IRFj 

D/Uj：希望波と異経路の j 番目の妨害波による希望波受信電力対妨害波受信電

力比に所要フェージングマージンを加えた値[dB] 

IRFj：希望波と異経路のｊ番目の妨害波間の干渉軽減係数[dB] 

なお、妨害波の回折損失が認められる場合には、電波法関係審査基準の

別紙１別図第23号及び別図第24号により求め加算する。 
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表１ M・N帯における映像TSLの各変調方式とのIRF（1/3） 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 M・N 帯に於ける映像 TSL の各変調方式との IRF（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 M・N 帯に於ける映像 TSL の各変調方式との IRF（3/3） 

10 30 50
0 40 60
0 53 80

IRF[dB]
周波数差[MHz]希望波 妨害波

64QAM 156MbsデジタルTSL
デジタルTSL64QAM 156Mbs

 
 

0 1.25 3.75 6.25 8.75 11.25 13.75 15 16.25 18.75 20 21.25 23.75 25 26.25 28.75 30 31.25 35 40
1.5Mbs 10 10 10 10 20 40 50 - 59 69 - 80 80 - 80 80 - 80 - -
3Mbs 5 5 5 5 15 43 50 - 57 62 - 69 80 - 80 80 - 80 - -
6Mbs - - - - - - - 45 - - 60 - - 65 - - 80 - 80 80

1.5Mbs -5 -5 -5 -5 7 40 41 - 43 45 - 46 47 - 48 48 - 49 - -
3Mbs -3 -3 -3 -3 10 35 41 - 45 50 - 53 57 - 59 62 - 65 - -
6Mbs - - - - - - - 42 - - 55 - - 60 - - 70 - 74 80

IRF[dB]

周波数差[MHz]希望波 妨害波

4PSK デジタルＴＳＬ

4PSKデジタルＴＳＬ

0 5 10 14.5 15 18 19 20 23.5 25 30 32.5 34.5 35 36 37 37.5 40 41.5 43.5 45
0 - - - - 45 50 51 - - - - - - 80 80 - 80 - - -
- 0 - 30 31 - - - 52 55 - 39 70 70 - - 72 - 75 77 80

13Mbs - 1 - - 30 - - - - 60 - - - 80 - - - - - - 80
19Mbs 0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - -
26Mbs - 0 - - 30 - - - - 58 - - - 73 - - - - - - 80
32Mbs 0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - -
39Mbs 0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - -
52Mbs 0 - - - - - - 42 - - - - - - - - - 80 - - -
52Mbs - 0 - - 30 - - - - 60 - - - 80 - - - - - - 80
104Mbs 0 - - - - - - 43 - - - - - - - - - 65 - - -

- 0 - 43 45 - - - 62 64 - - 72 73 - - 75 - 80 80 80
13Mbs - -1 - - 25 - - - - 55 - - - 66 - - - - - - 80
19Mbs 0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - -
26Mbs - 0 - - 20 - - - - 56 - - - 65 - - - - - - 80
32Mbs 0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - -
39Mbs 0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - -
52Mbs 0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - -
52Mbs - 0 - - 22 - - - - 58 - - - 70 - - - - - - 80
104Mbs 0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - -

IRF[dB]
周波数差[MHz]希望波 妨害波

TS伝送STL/TTL

デジタルTSL

デジタルTSL

TS伝送STL/TTL

4PSK

16QAM

128QAM

4PSK

16QAM

128QAM

ﾃﾞｼﾞﾀﾙTSL
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表2 M帯にデジタルTSLを配置した場合の 

IF伝送STL/TTLとのIRF 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 希望波 妨害波 

13 14.5 19 23.5 25 31 37.5

独立同期 30 - 50 - 70 80 - 

従属同期標準 - 35 - 69 - - 80 

従属同期低雑音 

デジタル TSL 

- 5 - 35 - - 80 

独立同期 35 - 52 - 60 67 - 

従属同期標準 - 40 - 65 - - 80 デジタル TSL 

従属同期低雑音 - 38 - 65 - - 80 
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別紙12 

 

‐37 

0 

0 +9 +19 ‐9 ‐19 

周波数偏差(MHz) 

‐37dB 

‐48dB  

+19MHz ‐19MHz 
‐48dB  

‐9MHz +9MHz 
‐37dB相

対
電

力
(d

B
) 

‐48 

 

     送信電力スペクトル特性 

 

 

 

 

 

 



78 

別紙 13 

 

-48 

0 +125 -125 +375 -375 

-37 

0 

周波数偏差（kHz） 

相
対

電
力

(d
B

) 

+125kHz 
-37dB 

-125kHz 
-37dB 

+375kHz 
-48dB 

-375kHz 
-48dB 

 

      送信電力スペクトル特性 

 



 

79 

別紙 14 

 
送

受
信

空
中

線
特

性
表

１
空

中
線

種
別

表
２

に
よ

る
指

向
性

2
0
.0

2
0
.0

2
5
.0

2
3
.0

2
0
.5

2
7
.0

2
4
.0

2
0
.5

2
7
.0

2
4
.0

2
2
.0

2
0
.0

5
7
c
h
～

6
2
c
h

1
9
.0

1
9
.0

2
4
.5

2
2
.5

2
0
.0

2
6
.0

2
4
.0

2
0
.0

2
6
.0

2
4
.0

2
2
.0

1
9
.0

5
1
c
h
～

5
6
c
h

1
8
.5

1
8
.5

2
4
.0

2
2
.5

2
0
.0

2
6
.0

2
3
.0

1
9
.5

2
6
.0

2
3
.0

2
1
.0

1
9
.0

4
5
c
h
～

5
0
c
h

1
8
.0

1
8
.0

2
3
.5

2
2
.0

1
9
.5

2
5
.0

2
3
.0

1
9
.0

2
5
.0

2
3
.0

2
1
.0

1
8
.0

3
9
c
h
～

4
4
c
h

1
7
.5

1
7
.5

2
3
.5

2
1
.5

1
9
.5

2
5
.0

2
2
.0

1
8
.5

2
5
.0

2
2
.0

2
0
.0

1
8
.0

3
3
c
h
～

3
8
c
h

1
7
.0

1
7
.0

2
3
.0

2
1
.0

1
9
.0

2
4
.0

2
1
.0

1
8
.0

2
4
.0

2
1
.0

1
9
.0

1
7
.0

2
8
c
h
～

3
2
c
h

1
6
.0

1
6
.0

2
2
.5

2
0
.5

1
8
.5

2
3
.5

2
0
.5

1
7
.5

2
3
.5

2
0
.5

1
8
.5

1
6
.0

2
3
c
h
～

2
7
c
h

1
5
.5

1
5
.5

2
2
.5

2
0
.0

1
8
.0

2
3
.0

2
0
.0

1
7
.0

2
3
.0

2
0
.0

1
8
.0

1
5
.5

1
8
c
h
～

2
2
c
h

1
5
.0

1
5
.0

2
2
.0

1
9
.5

1
7
.5

2
2
.5

1
9
.5

1
6
.5

2
2
.5

1
9
.5

1
7
.5

1
5
.0

1
3
c
h
～

1
7
c
h

利
得

（
ｄ
B

i）

水
平

偏
波

又
は

垂
直

偏
波

偏
波

面

５
０

Ω
入

力
ｲ
ﾝ
ﾋ
ﾟｰ

ﾀ
ﾞﾝ

ｽ

４
７

０
M

H
z 

～
７

７
０

M
H

z
周

波
数

帯
域

1
.8

m
角

1
.8

m
角

3
.0

m
φ

2
.4

m
φ

1
.8

m
φ

4
.0

m
φ

3
.0

m
φ

2
.0

ｍ
φ

4
.0

m
φ

3
.0

m
φ

2
.4

m
φ

1
.8

m
φ

ア
ン

テ
ナ

開
口

径

プ
レ

ー
ト

形
グ

リ
ッ

ド
形

グ
リ

ッ
ド

形
プ

レ
ー

ト
形

グ
リ

ッ
ド

形

平
面

オ
フ

セ
ッ

ト
パ

ラ
ボ

ラ
バ

ラ
ボ

ラ

空
中

線
形

式

表
２

に
よ

る
指

向
性

2
0
.0

2
0
.0

2
5
.0

2
3
.0

2
0
.5

2
7
.0

2
4
.0

2
0
.5

2
7
.0

2
4
.0

2
2
.0

2
0
.0

5
7
c
h
～

6
2
c
h

1
9
.0

1
9
.0

2
4
.5

2
2
.5

2
0
.0

2
6
.0

2
4
.0

2
0
.0

2
6
.0

2
4
.0

2
2
.0

1
9
.0

5
1
c
h
～

5
6
c
h

1
8
.5

1
8
.5

2
4
.0

2
2
.5

2
0
.0

2
6
.0

2
3
.0

1
9
.5

2
6
.0

2
3
.0

2
1
.0

1
9
.0

4
5
c
h
～

5
0
c
h

1
8
.0

1
8
.0

2
3
.5

2
2
.0

1
9
.5

2
5
.0

2
3
.0

1
9
.0

2
5
.0

2
3
.0

2
1
.0

1
8
.0

3
9
c
h
～

4
4
c
h

1
7
.5

1
7
.5

2
3
.5

2
1
.5

1
9
.5

2
5
.0

2
2
.0

1
8
.5

2
5
.0

2
2
.0

2
0
.0

1
8
.0

3
3
c
h
～

3
8
c
h

1
7
.0

1
7
.0

2
3
.0

2
1
.0

1
9
.0

2
4
.0

2
1
.0

1
8
.0

2
4
.0

2
1
.0

1
9
.0

1
7
.0

2
8
c
h
～

3
2
c
h

1
6
.0

1
6
.0

2
2
.5

2
0
.5

1
8
.5

2
3
.5

2
0
.5

1
7
.5

2
3
.5

2
0
.5

1
8
.5

1
6
.0

2
3
c
h
～

2
7
c
h

1
5
.5

1
5
.5

2
2
.5

2
0
.0

1
8
.0

2
3
.0

2
0
.0

1
7
.0

2
3
.0

2
0
.0

1
8
.0

1
5
.5

1
8
c
h
～

2
2
c
h

1
5
.0

1
5
.0

2
2
.0

1
9
.5

1
7
.5

2
2
.5

1
9
.5

1
6
.5

2
2
.5

1
9
.5

1
7
.5

1
5
.0

1
3
c
h
～

1
7
c
h

利
得

（
ｄ
B

i）

水
平

偏
波

又
は

垂
直

偏
波

偏
波

面

５
０

Ω
入

力
ｲ
ﾝ
ﾋ
ﾟｰ

ﾀ
ﾞﾝ

ｽ

４
７

０
M

H
z 

～
７

７
０

M
H

z
周

波
数

帯
域

1
.8

m
角

1
.8

m
角

3
.0

m
φ

2
.4

m
φ

1
.8

m
φ

4
.0

m
φ

3
.0

m
φ

2
.0

ｍ
φ

4
.0

m
φ

3
.0

m
φ

2
.4

m
φ

1
.8

m
φ

ア
ン

テ
ナ

開
口

径

プ
レ

ー
ト

形
グ

リ
ッ

ド
形

グ
リ

ッ
ド

形
プ

レ
ー

ト
形

グ
リ

ッ
ド

形

平
面

オ
フ

セ
ッ

ト
パ

ラ
ボ

ラ
バ

ラ
ボ

ラ

空
中

線
形

式



 

80 

 

表
２

指
向

性

3
0
.0

3
0
.0

2
5
.0

2
0
.0

2
0
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
0
.0

2
0
.0

3
3
c
h
～

6
2
c
h

3
0
.0

3
0
.0

2
3
.0

1
9
.0

1
9
.0

2
3
.0

2
3
.0

2
3
.0

2
3
.0

2
3
.0

1
9
.0

1
9
.0

1
3
c
h
～

3
2
c
h

F
/
B

（
ｄ
B

）

3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
1
8
.0

（
3
5
.0

）
1
5
.0

（
3
5
.0

）
1
5
.0

（
3
5
.0

）
1
8
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
5
.0

1
5
.0

3
3
c
h
～

6
2
c
h

3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
1
6
.0

（
3
5
.0

）
1
3
.0

（
3
5
.0

）
1
3
.0

（
3
5
.0

）
1
6
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
3
.0

1
3
.0

1
3
c
h
～

3
2
c
h

F
/
S

（
ｄ
B

）

垂 直

3
0
.0

3
0
.0

2
5
.0

2
0
.0

2
0
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
0
.0

2
0
.0

3
3
c
h
～

6
2
c
h

3
0
.0

3
0
.0

2
3
.0

1
9
.0

1
9
.0

2
3
.0

2
3
.0

2
3
.0

2
3
.0

2
3
.0

1
9
.0

1
9
.0

1
3
c
h
～

3
2
c
h

F
/
B

（
ｄ
B

）

3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
1
8
.0

1
5
.0

1
5
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
5
.0

1
5
.0

3
3
c
h
～

6
2
c
h

3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
1
6
.0

1
3
.0

1
3
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
3
.0

1
3
.0

1
3
c
h
～

3
2
c
h

F
/
S

（
ｄ
B

）

水 平

1
.8

m
角

1
.8

m
角

3
.0

m
φ

2
.4

m
φ

1
.8

m
φ

4
.0

m
φ

3
.0

m
φ

2
.0

ｍ
φ

4
.0

m
φ

3
.0

m
φ

2
.4

m
φ

1
.8

m
φ

プ
レ

ー
ト

形
グ

リ
ッ

ド
形

グ
リ

ッ
ド

形
プ

レ
ー

ト
形

グ
リ

ッ
ド

形

平
面

オ
フ

セ
ッ

ト
パ

ラ
ボ

ラ
パ

ラ
ボ

ラ

周
波

数
帯

3
0
.0

3
0
.0

2
5
.0

2
0
.0

2
0
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
0
.0

2
0
.0

3
3
c
h
～

6
2
c
h

3
0
.0

3
0
.0

2
3
.0

1
9
.0

1
9
.0

2
3
.0

2
3
.0

2
3
.0

2
3
.0

2
3
.0

1
9
.0

1
9
.0

1
3
c
h
～

3
2
c
h

F
/
B

（
ｄ
B

）

3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
1
8
.0

（
3
5
.0

）
1
5
.0

（
3
5
.0

）
1
5
.0

（
3
5
.0

）
1
8
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
5
.0

1
5
.0

3
3
c
h
～

6
2
c
h

3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
1
6
.0

（
3
5
.0

）
1
3
.0

（
3
5
.0

）
1
3
.0

（
3
5
.0

）
1
6
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
3
.0

1
3
.0

1
3
c
h
～

3
2
c
h

F
/
S

（
ｄ
B

）

垂 直

3
0
.0

3
0
.0

2
5
.0

2
0
.0

2
0
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
5
.0

2
0
.0

2
0
.0

3
3
c
h
～

6
2
c
h

3
0
.0

3
0
.0

2
3
.0

1
9
.0

1
9
.0

2
3
.0

2
3
.0

2
3
.0

2
3
.0

2
3
.0

1
9
.0

1
9
.0

1
3
c
h
～

3
2
c
h

F
/
B

（
ｄ
B

）

3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
1
8
.0

1
5
.0

1
5
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
8
.0

1
5
.0

1
5
.0

3
3
c
h
～

6
2
c
h

3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
3
2
.0

〈
3
7
.0

〉
1
6
.0

1
3
.0

1
3
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
6
.0

1
3
.0

1
3
.0

1
3
c
h
～

3
2
c
h

F
/
S

（
ｄ
B

）

水 平

1
.8

m
角

1
.8

m
角

3
.0

m
φ

2
.4

m
φ

1
.8

m
φ

4
.0

m
φ

3
.0

m
φ

2
.0

ｍ
φ

4
.0

m
φ

3
.0

m
φ

2
.4

m
φ

1
.8

m
φ

プ
レ

ー
ト

形
グ

リ
ッ

ド
形

グ
リ

ッ
ド

形
プ

レ
ー

ト
形

グ
リ

ッ
ド

形

平
面

オ
フ

セ
ッ

ト
パ

ラ
ボ

ラ
パ

ラ
ボ

ラ

周
波

数
帯

F
/
S
の

範
囲

（
主

輻
射

の
方

向
±

半
値

角
×

2
.2

5
）
～

（
±

1
50

°
）

た
だ

し
、

（
）
内

は
8
0
°

～
1
0
0
°

、
〈

〉
内

は
9
0
°

～
1
1
0
°

F
/
B

の
範

囲
（
主

輻
射

の
方

向
±

1
5
0
°

）
～

（
±

1
8
0
°

）



 

81 

別紙 15 

所要フェージングマージン 

 

伝搬路種別として、山岳、平野、海上の別に所要フェージングマージンを以下によ

り計算する。 

なお、本計算は見通し回線(回線経路及びプロファイルからみて、等価地球半径が

4/3 で第一フレネルゾーンのクリアランスが可能なもの)において適用する。 

また、見通し外の回線については、当該回線ごとに回折や遮蔽損失等を計上する

こと。 

 

（a）所要フェージングマージン 

)(log10%)9.99(
5.2

dB
A

dFmr 　　　Κ−⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
×=  

ただし、Fmr < 12dB の場合は Fmr = 12dB とする 

 

d (km) ：距離 

A ：SD 改善度  

（単一受信の場合は A=1、SD 受信の場合は（ｂ）項で計

算する。又は、実測によって求めた SD 改善度とす

る。） 

 

K (dB) ：伝搬路種別により以下の値とする 

伝搬路種別 山岳 平野 海 

Κ 29 25 18 
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             伝搬路種別の分類 

分類         伝    搬    路 

山岳 山岳地帯が大部分を占めている場合 

平野 

1. 平野が大部分を占めている場合 

2. 山岳地帯であるが、湾や入江があって海岸（水際より 10km 

程度までを含む）あるいは海上が含まれる場合 

海 
1. 海上 

2. 海岸（水際より 10km 程度までを含む）で平野 

 

（b）SD 受信の改善度 

スペースダイバーシチ（SD）による改善度については、スペース相関係数（ρ）と回

線設計で計算されるフェージングマージン（Fmr’）により、図 1 から求める。 

ここで、UHF 帯 TTL におけるスペース相関係数（ρ）については、SD 受信を行う場

合には、原則として下記の式にて算出する。 

ただし、ρが 0.8 以上の場合 SD 改善度は無いものとする。 

 

 

            

 

ただし、Dr≦0.5 範囲とし、ρ<0.4 の場合は、ρ=0.4 とする 

Dr ：空中線間隔のハイトパターンピッチに対する比率 

Δh ：空中線間隔 

P ：ハイトパターンピッチ 

また、フェージングマージン（Fmr’）は、以下で計算する。 

thornir NCPPFmr /' −−=  

Pr ：平常時の受信入力 (dBm）  

)21()()()( LpLpLpGarGatLdrLfrLdtLftPtPr ++−+++−+−=  

Pt ：送信電力 （dBm） 

Lft、Lfr ：送信フィーダ損失（dB）、受信フィーダ損失（dB） 

Ldt、Ldr ：送信分配器等損失（dB）、受信分配器等損失（dB） 

p
hD

DD

r

rr

Δ
=

+−=

　

144 2ρ  
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Gat、Gar ：送信空中線利得（dBi）、受信空中線利得（dBi） 

Lp ：自由区間伝搬損失（dB） 

Lp1 ：回折、遮蔽、位相損失（dB） 

通常の見通し伝搬路においては Lp1=0dB であるが、

たとえば、見通しが十分でない伝搬路、山岳伝搬路、

あるいは反射波の影響が無視できない海上伝搬路等

においては、必要により昭和 35 年郵政省告示第 640

号により損失を求めること。 

Lp2 ：マルチパス干渉等による損失（dB） 

 通常は考慮する必要はないが、マルチパス干渉

（SFN 干渉）が無視できず D/U が小さい場合は所要

C/N 増加量として求めること（例えば図 2 参照）。 

Prni ：受信機の熱雑音電力（dBm） 

           Prni = －114 + 10log(B) + NF 

B ：等価雑音帯域幅（MHz） 

NF ：雑音指数（dB） 

C/Ntho ：フェージング時所要熱雑音 C/N （dB） 

 C/Ntho = 28dB（IF 伝送方式） 

 C/Ntho = 30.8dB（TS 伝送方式） 
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図1 スペースダイバーシチによる改善度 

（電波法関係審査基準別紙 1 別図第 46 号） 

 

図１のパラメータ
（信 頼 度 限 界 レ
ベルに対するマ
ー ジ ン （ Ｍ Ｌ ） ）
は、Ａが１（単一
アンテナ受信）と
したときの所要フ
ェージングマージ
ンの値。 
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図 2 SFN 干渉波に対する D/U と所要 C/N 増加量 

（ARIB TR-B14 付録 A.1.1.2 による） 

 


